
平成３０年度 第１回小田原市地域包括支援センター運営協議会 次第 

日時 平成３０年６月２８日（木） 

午後２時から午後４時まで 

場所 市役所３階 議会全員協議会室  

１ 委員の交代について      資料１－１・１－２ 

２ 議題 

 (１)平成２９年度地域包括支援センター事業実績等について 資料２－１～２－３ 

 (２)平成３０年度地域包括支援センター活動計画について  資料３ 

 (３)地域包括支援センターリーフレットの配布について  資料４ 

 (４)介護予防・日常生活支援総合事業サービス事業所等の  資料５ 

指定等について 

 (５)認知症対応型共同生活介護に係る運営状況について  資料６ 

 (６)その他 

   ①自立支援ケア会議について    資料７ 

３ 閉会 



平成３０年度 小田原市地域包括支援センター運営協議会 名簿 

平成３０年６月２８日現在  

地域包括支援センター運営協議会委員 

選出区分 氏名 推薦団体 

医師 武井 和夫 小田原医師会 副会長 

歯科医師 西本 幸仁 小田原歯科医師会 理事 

薬剤師 渡邊 千括 小田原薬剤師会 副会長 

介護支援専門員 高山 和子 ケアネット OHMY 代表 

社会福祉士 森川 朗 神奈川県社会福祉士会 西湘支部会員 

介護保険第１号被保険者 大友 昭夫 市老人クラブ連合会 会長 

介護保険第２号被保険者 安池 厚二 小田原・足柄地域連合 議長代行 

住民組織の役員 木村 秀昭 市自治会総連合 会長 

民生委員 瀬戸 昌子 市民生委員児童委員協議会 常任理事 

地区社会福祉協議会の役員 吉田 トシ子 市地区社会福祉協議会連絡協議会 会長 

学識経験者 八ツ橋 良三 小田原保健福祉事務所 所長 

地域包括支援センター職員 

〇管理者 

地域包括支援センター名 氏  名 地域包括支援センター名 氏  名 

しろやま 府川 祐子 さくらい 栗原 千恵 

はくおう 関根 健志 さかわ こやわた・ふじみ 石原 辰治 

じょうなん 加藤 大 しもふなか 室田 美幸 

はくさん 青木 薫子 とよかわ・かみふなか 石綿 理枝 

ひがしとみず 奥津 美恵 そが・しもそが・こうづ 皆本 剛志 

とみず 杉山 少枝美 たちばな 柳沢 博美 

○部会長 

部会名 氏    名 地域包括支援センター名 

保健師・看護師部会 塩澤 美由紀 しろやま 

社会福祉士部会 三村 めぐみ たちばな 

主任介護支援専門員部会 遠藤 利恵 そが・しもそが・こうづ 

事務局職員 

職    名 氏    名 

福祉健康副部 副部長 杉崎 智 

高齢介護課長 吉田 文幸 

高齢介護課介護給付・認定担当課長 有泉 三裕紀 

高齢介護課 副課長 井澤 由美子 

高齢介護課 地域包括支援係長 小鷹 英由紀 

高齢介護課 介護給付係長 小林 正佳 

高齢介護課 主査  小薮 正裕 

高齢介護課 主査  古瀬 薫 

高齢介護課 主査 小川 泉 

高齢介護課 主事 武藤 拓 

資料１－１ 
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○小田原市地域包括支援センター運営協議会規則 

平成25年３月29日規則第10号 

改正

平成27年３月31日規則第21号 

小田原市地域包括支援センター運営協議会規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、小田原市附属機関設置条例（昭和54年小田原市条例第１号）第２条の規定に

基づき設置された小田原市地域包括支援センター運営協議会（以下「協議会」という。）の組織、

運営等に関し必要な事項を定めるものとする。 

（所掌事務） 

第２条 協議会は、小田原市地域包括支援センターの運営並びに小田原市における指定地域密着型

サービス事業者及び指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定及び運営評価等に関する事項

につき、市長の諮問に応じて調査審議し、その結果を報告し、及び必要と認める事項について意

見を具申するものとする。 

（委員） 

第３条 協議会の委員（以下「委員」という。）は、次に掲げる者のうちから必要の都度、市長が

委嘱する。 

(１) 医師 

(２) 歯科医師 

(３) 薬剤師 

(４) 介護支援専門員 

(５) 社会福祉士 

(６) 介護保険法（平成９年法律第123号）第９条第１号に規定する第１号被保険者 

(７) 介護保険法第９条第２号に規定する第２号被保険者 

(８) 住民組織の役員 

(９) 民生委員 

(10) 地区社会福祉協議会の役員 

(11) 学識経験者 

(12) 前各号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

資料１－２ 
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２ 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の

残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第４条 協議会に会長及び副会長１人を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理す

る。 

４ 会長及び副会長の任期は、委員の任期による。 

（会議） 

第５条 協議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 協議会は、委員の２分の１以上が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 協議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

（関係者の出席） 

第６条 協議会において必要があると認めるときは、その会議に、議事に関係のある者の出席を求

め、その意見又は説明を聴くことができる。 

（秘密の保持） 

第７条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、また同様とす

る。 

（庶務） 

第８条 協議会の事務は、福祉健康部高齢介護課において処理する。 

（委任） 

第９条 この規則に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が協議会に諮って

定める。 

附 則

この規則は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則（平成27年３月31日規則第21号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成27年４月１日から施行する。 



地域包括支援センターの運営状況 

（平成２９年度実績等） 

小田原市高齢介護課 

資料２－１
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小田原市地域包括支援センター運営状況のまとめ 
（H26年度からH29年度まで）

１ 地域包括支援センターの運営体制と基盤的業務 

（１）地域包括支援センター設置数 

H26年度まで H27年度 H28年度 H29年度
設置数（箇所） 5 7 8 12
増設数（箇所） ‐ 2 1 4

（２）職員体制（当該年度末） 

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度
保健師等（人） 7 10 11 12
社会福祉士等（人） 8 10 11 11
主任介護支援専門員（人） 7 11 12 13
その他（専門職）（人） 4 0 0 1
その他（事務職）（人） 3 3 3 3
合計（人） 29 34 37 40
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資料２－２ 
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２ 総合相談支援事業 

（１）相談件数の推移 

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度
新規相談件数（件） 2,222 2,272 2,760 3,262
相談延べ件数（件） 5,334 7,201 8,772 11,377
１包括当たりの新規相談件数（件） 444 325 345 27２
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（２）対応方法別相談延べ件数 

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度
電話等（件） 3,806 4,605 6,130 7,985
訪問（件） 945 1,853 1,783 2,117
来訪（件） 583 743 859 1,275
合計（件） 5,334 7,201 8,772 11,377

（３）内容別相談延べ件数 

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度
各種サービスの利用（件） 3,419 3,747 4,709 6,281
権利擁護（件） 86 150 215 367
困難事例（件） 54 97 198 430
その他（件） 1,089 1,580 2,157 2,901
合計（件） 4,648 5,574 7,279 9,979
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３ 権利擁護事業 

（１）権利擁護に関する相談件数 

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度
高齢者虐待（件） 44 86 158 277
消費者相談（件） 7 2 11 23
成年後見制度（件） 35 49 46 67
合計（件） 86 137 215 367

（２）高齢者虐待 

①新規通報と虐待件数 
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

新規通報（件） 37 40 33 53
うち 虐待と判断された事例（件） 11 13 13 17

対応件数（今年度以前の把握も含む）（件） 70 55 54 81
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②相談・通報者内訳（重複あり） 
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

本人（件） 0 4 3 0
家族・親族（件） 0 1 3 1
職務上知り得た者（件） 11 13 6 15
その他（件） 0 1 1 1
合計（件） 11 19 13 17

③虐待の種別内訳（重複あり） 
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

身体的虐待（件） 8 11 12 14
放棄（件） 2 1 3 3
心理的虐待（件） 0 4 5 7
性的虐待（件） 0 0 0 0
経済的虐待（件） 3 1 1 0
その他（件） 0 0 0 0
合計（件） 13 17 21 24
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４ 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業 

（１）ケアマネジャー支援 

①ケアマネジャー相談・支援実績 
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

相談件数（件） 70 239 348 638
サービス担当者会議開催支援（件） ‐ 86 28 55

５ 介護予防ケアマネジメント事業 

（１）介護予防支援・介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業） 

①要支援者等の介護予防ケアプラン作成 
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

介護予防サービス計画原案作成（件） 2,429 2,342 1,432 1,608
介護予防支援計画作成（介護予防事業）（件） 189 166 ‐ ‐
介護予防ケアマネジメント（件） ‐ 335 1,890 1,930
うち介護予防ケアマネジメントＡ（件） ‐ 335 1,791 1,766
うち介護予防ケアマネジメントＢ（件） ‐ 0 99 160
うち介護予防ケアマネジメントＣ（件） ‐ 0 0 2

対応件数（今年度以前の把握も含む）（件） 2,618 2,843 3,322 3,538
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②居宅事業所への委託実績 
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

介護予防サービス計画 
原案作成委託件数

件数（件） 702 647 598 644
割合（％） 28.9 27.6 41.1 40.0

介護予防ケアマネジメント 
委託件数

件数（件） ‐ 0 710 597
割合（％） ‐ 0 37.6 30.9

合計 
件数（件） 702 647 1,308 1,241
割合（％） 26.8 22.8 39.4 35.1
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６ ネットワーク構築等 

（１）地域ケア会議 

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度
個別ケア会議（回） 6 19 35 53
開催した包括支援センター数（箇所） 4 7 8 12

圏域ケア会議（回） 0 1 11 21
開催した包括支援センター数（箇所） 0 1 8 12
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地域包括支援センター活動計画 

（平成３０年度） 

資料３ 



1 

平成３０年度 地域包括支援センターしろやま活動計画 

１ 基本方針 

  平成 30 年度小田原市地域包括支援センター事業計画の推進を図り、地域住民が住み慣れ

た地域でその人らしく生活できるように、ともに生きる活力ある長寿福祉社会をめざし、

健康ご長寿相談所として、各専門性を生かし包括的に取り組んでいく。 

２ 職員体制等 

職 種 等 氏  名 主な担当業務 

管理者 府川 祐子 

保健師又は看護師 塩澤 美由紀 総合相談支援業務、介護予防ケアマ

ネジメント及び介護予防支援、食の

自立支援事業、認知症初期集中支援

事業 

社会福祉士 鈴木 等 総合相談支援業務、権利擁護業務、

介護予防ケアマネジメント及び介

護予防支援、認知症初期集中支援業

務 

主任介護支援専門員 府川 祐子 総合相談支援業務、介護予防ケアマ

ネジメント及び介護予防支援、包括

的継続的ケアマネジメント 

その他 村上 奈央美 事務 

３ 活動計画 

(1) 地域包括支援センターの運営体制と基盤的業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 職員の資質向上 ・各職員が内外の研修へ積極的に参加し、自己研

さんに努める。(一人年 5回以上) 

・研修参加職員による伝達講習の開催。（随時） 

・法人内勉強会、研修への参加(５回/年) 

② プライバシーの尊重 ・個人情報保護法等に関する規定を厳守する。 

・個人情報管理の徹底。（個人情報の鍵付き保管場

所への保管及び、個人情報の持ち出し禁止） 

③ チームアプローチ体制の整備及び

包括センター間の連携強化 

・ケースごとの担当制をとり、支援記録等を適切

に作成する。また、必要に応じて他専門職との

協力を図る。 

・毎朝のミーティングを行い、新規相談や困難事
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例などについても情報共有を図ることで、担当

者不在時の迅速な対応が行えるように努める。 

・1回/Ｗセンター内カンファレンスを行い、困難

ケースや虐待ケースについて協力して対応が行

える体制を作り、随時市担当者と連携し問題解

決に取り組む。 

・他包括センターと同等のサービスが提供できる

ように、従事者連絡会、各部会への参加におい

て情報共有を行う。 

・新設センターの支援を積極的に行う。 

④ 業務改善への取組み ・地域住民、民児協等の関係団体が開催する会合

等への参加を行い、包括支援センターに求めて

いる物は何かを把握し、意見が反映できるよう

に事業所内で精査し、業務改善につなげる。 

・居宅介護支援事業所、介護サービス事業所との

交流会を開催し、意見や情報の交換を行う。（年

3回） 

・各包括間で情報交換を行い、取り組みの参考に

する。 

⑤ 地域包括ケア推進体制の整備 ・個別ケア会議を必要に応じて開催し、地域課題

を把握することで、圏域会議の開催につなげて

いく。（前年度実績 個別ケア会議 7回・圏域会

議 3回開催） 

・病院、薬局、銀行、コンビニ等にリーフレット

を配架し、包括支援センターの周知に努める。 

⑥ 認知症施策の推進 ・認知症初期集中支援事業において、チームの一

員として関係機関と連携し、認知症の早期発見

と支援を行う。 

・認知症サポーター養成講座を開催し、地域住民

の認知症に対する理解を深めていく。（随時開

催） 

・認知症に関するイベント等への協力。（認知症を

にんちしよう会、認知症シンポジウム等への参

加） 
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 (2) 総合相談支援業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 高齢者の実態把握及び支援 ・民生委員、ケアマネジャーと連携し、戸別訪問

等を通じて実態把握を行い、支援が必要なケー

スについては迅速に対応する。 

・介護保険サービスに繋がらないケースやひとり

暮らし、高齢者のみのケースについては頻回に

訪問し早期に問題が把握できるようにする。 

② 支援を要する高齢者の早期発見に

関する取組み 

・民生委員等の関係機関との連携を図り、情報を

共有する事で、迅速な対応が行える体制を強化

する。 

・病院、薬局、銀行、コンビニ等へリーフレット

を配架し、包括支援センターの周知に努める。

(再掲) 

 (3) 権利擁護業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 権利擁護に関する意識啓発 ・相談者、家族等及び地域の集まりの場で、消費

者被害の実態や高齢者虐待の周知、成年後見制

度の紹介等を行い、権利擁護に関する意識啓発

を行う。 

② 関係機関との連携体制の構築 ・民生委員、医療機関、介護保険事業所その他関

係団体等と情報交換等を通じて連携強化を図

る。 

・《社会福祉士部会事業》 

弁護士、司法書士、行政書士等の専門職種のみ

ならず、ぱあとなあ神奈川や社会福祉協議会等

の社会福祉士との連携も深めていくため、事例

検討会を行い顔の見える関係づくりを更に進め

ていく。 

③ 権利擁護に係る支援 ・各専門機関との連携のもと、権利侵害やその疑

いのある高齢者に対して、迅速かつ的確な支援

を行う。 

 (4) 包括的・継続的ケアマネジメント業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 生活環境変化等への対応 ・高齢者が、居宅、病院、施設等に移る際に、必

要な情報提供や情報共有の場を設け、関係機関
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との連絡調整を行う。 

② 介護支援専門員の支援 ・《主任介護支援専門員部会事業》 

介護予防プラン作成マニュアルの見直しを行う

事で、ケアマネジャーが持つ予防プラン作成の

苦手意識を払拭できるように指導する。 

・介護支援専門員との交流会、勉強会を包括主催

で行う。（年 3回） 

・困難ケースへの支援、助言、必要時にはサービ

ス担当者会議、個別ケア会議の開催支援を行う。

③ 関係機関相互の連携体制の構築 ・《保健師・看護師部会事業》 

 「障がい福祉サービスから介護保険サービス移

行の連携」をテーマに連携支援が円滑におこな

えるように包括内での知識の共有として勉強会

の実施や事例検討会を実施する。 

④ 地域資源の把握・開発 ・地域の関係機関が開催する定例会やサロン活動

へ参加し、地域資源の情報を収集し支援する。 

・包括主催、共催でのサロン活動を定例化し、住

民主体でのサロン開催に移行できるように支援

する。（主催 あつまあるかふぇ 年 4回、共催

うきうきサロン 年 3回開催予定） 

 (5) 介護予防ケアマネジメント業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 介護予防・日常生活支援総合事業

に関する適切な説明 

・市から提示されたチラシを活用し、自宅訪問時

や自治会等の会合時に説明を行い、適切な周知

に努める。 

② 適切なサービスにつながるための

アセスメントとケアプラン作成 

・個々のニーズを踏まえ、生活の機能低下を予防

し、その人となりを把握したアセスメントを行

い、自立支援に基づいたケアプラン作成を行う。

③ 関係機関との連携 ・総合事業に係るサービス事業者や住民主体の団

体等と、円滑なサービス提供が行えるように連

携体制の構築に努める。 

４ その他

取組み内容 活 動 計 画 

① 介護予防給付 ・介護予防プランの作成と定期的なモニタリング

と評価を行う。 

② 食の自立支援事業 ・利用希望の対象者に対してのアセスメントと申
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請を実施する。介護予防対象者に対してはモニ

タリングを実施する。 

③ 認知症サポーター養成講座 ・市または地域からの依頼により講師を派遣する。

④ 通所型サービス事業（短期集中

型サービス）の開催支援 

・参加者の募集。 

・アセスメントとケアプランの作成。 

・モニタリングの実施。 

⑤ 社会福祉法人法安寺社会事業部

との連携 

・ほうあん地域支援センター（まある）での活動

（あつまあるかふぇ 年 4 回開催予定）の定着

化に向けて働きかける。 

・障害者の家族や、障害から介護保険利用のスム

ーズな移行が行えるように、情報の共有や連携

を行う。 
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平成３０年度 地域包括支援センターはくおう活動計画 

１ 基本方針 

  地域の高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続していけるよう、地

域包括ケアシステムの構築に向けて関係機関と連携していく。また認知症初期集中支援事

業の取り組みや、今年度より開始される地域ケア会議における「自立支援型ケアマネジメ

ント」の推進を他の地域包括支援センターと協同していく。 

２ 職員体制等 

職 種 等 氏  名 主な担当業務 

管理者 関根 健志 

保健師又は看護師 鈴木 容子 総合相談支援業務、介護予防ケアマネジ

メントおよび介護予防支援、食の自立支

援事業、認知症初期集中支援事業

社会福祉士 川端 さゆり 総合相談支援業務、権利擁護業務、介護

予防ケアマネジメントおよび介護予防支

援、認知症初期集中支援事業 

主任介護支援専門員 関根 健志 総合相談支援業務、介護予防ケアマネジ

メントおよび介護予防支援、包括的・継

続的ケアマネジメント 

３ 活動計画 

(1) 地域包括支援センターの運営体制と基盤的業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 職員の資質向上 ・小田原市、医師会、ケアネット OHMY 他が主催す

る外部研修へ参加 

・月間ミーティングの中で事例検討を実施 

・相談援助技術に関する法人内研修の実施 

・連絡会等を通じて積極的に有益な情報交換を図

り、組織全体としての資質の向上に努める。 

② プライバシーの尊重 ・個人情報保護法に関する規定を遵守する。 

・個人ケースファイルは施錠できる書庫に保管 

・パソコンのログインにはパスワードを設定 

③ チームアプローチ体制の整備及

び包括センター間の連携強化 

・毎日朝礼の実施、月 1 回包括ミーティングで各

自の業務進捗状況を確認し、情報の共有や相談

をする。主担当制をとるが、必要に応じ副担当

を設けて三職種の連携を図り、支援を行う。 

・月間ミーティングの中で事例検討を実施し、困
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難事例だけでなく終結事例などを見直すことで

職員の対応力の向上を図る。 

・経過記録等の記録を共有し担当職員が不在でも

対応可能な環境を作る。 

・従事者連絡会、各部会などを通じて包括間の情

報交換を行う。 

・他の包括センターと同等のサービスが提供でき

るよう連絡会等を通じて情報交換や連携強化に

努める。 

・新設の地域包括支援センターさかわ こやわ

た・ふじみがスムーズな運営を行えるようにフ

ォーマル・インフォーマルな資源の情報共有な

ど、法人内の連携を強化する。 

④ 業務改善への取組み ・民児協定例会、自治会などへ参加し、地域の課

題や包括支援センターに求めているものは何か

を把握する。 

・地域包括支援センターはくさん、地域包括支援

センターさかわ こやわた・ふじみと合同で再委

託事業所ケアマネジャーとの「茶っと会（談話

会）」を実施して情報共有を行う。（年２回予定）

・ケアプラン再委託事業所の開拓

⑤ 地域包括ケア推進体制の整備 ・近隣の銀行、スーパー、コンビニに地域包括支

援センターのパンフレットを配布。また季刊広

報誌を民生委員、自治会など関係機関に配布し

包括支援センターの周知と連携を図る。 

・地域資源情報の収集、活用に取り組む。 

・地域ケア会議を開催する。 

個別会議 年６回予定 

圏域ケア会議 年３回予定 

⑥ 認知症施策の推進 ・認知症をにんちしよう会を他包括と協同開催す

る。 

・認知症初期集中支援事業において認知症の初期

支援を包括的集中的に行う。 

 (2) 総合相談支援業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 高齢者の実態把握及び支援 ・自治会、民児協定例会での情報収集及び訪問に

よる実態把握 
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・地域のサロン活動を訪問し参加者の実態把握を

行う。 

② 支援を要する高齢者の早期発

見に関する取組み 

・特に孤独死・孤立死のおそれのある世帯が把握

された場合は、民生委員や市担当者等と連携を

取って対応する。 

 (3) 権利擁護業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 権利擁護に関する意識啓発 ・サロン活動等に参加して、消費者被害の実態や

成年後見制度を紹介し権利擁護に関する意識の

啓発を図る。 

② 関係機関との連携体制の構築 【社会福祉士部会事業】 

・神奈川弁護士会やリーガルサポートかながわ、

かなさぽ、ぱあとなあ神奈川、小田原市社会福

祉協議会との事例検討会を行うことで関係機関

との連携体制を構築していく。（年２回予定） 

③ 権利擁護に係る支援 ・各専門機関との連携のもと、権利侵害やその疑

いのある高齢者に対し、迅速かつ的確な支援を

行う。 

 (4) 包括的・継続的ケアマネジメント業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 生活環境変化等への対応 ・病院の入退院、施設入退所時におけるカンファ

レンスの開催や、関係機関との連絡調整を行う。

② 介護支援専門員の支援 ・地域包括支援センターはくさん、地域包括支援

センターさかわ こやわた・ふじみと合同で再

委託居宅介護支援事業所との「茶っと会（談話

会）」を開催し、情報共有と悩みを聞き取る（年

２回予定）。 

【主任介護支援専門員部会事業】 

・居宅介護支援事業所のケアマネジャーが介護予

防ケアプランを自立支援の視点に立って作成で

きるように、介護予防ケアプラン作成マニュア

ルの改訂を行う。 

・介護サービス計画書の追加様式を作成し、再委

託先のケアマネジャーの業務効率化を図る。 

・困難ケースへの支援、担当者会議開催支援及び

参加。 
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③ 関係機関相互の連携体制の構

築 

・地域密着型サービス事業所の運営推進会議への

出席 

・個別ケア会議、圏域ケア会議の開催(再掲) 

・基準緩和型サービス、住民主体型サービスの普

及に必要な支援を行う。 

④ 地域資源の把握・開発 ・圏域の地域資源の把握を行い「おたすけ帳」の

更新を行う。（１回/年） 

・地域のボランティア活動推進のために積極的な

協力を行う。 

・民児協定例会、連合自治会定例会へ参加し、必

要な関係づくりを深める。（再掲） 

 (5) 介護予防ケアマネジメント業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 介護予防・日常生活支援総合事

業に関する適切な説明 

・小田原市からの配布資料をもとに総合事業の説

明をおこなう。 

・基準緩和型サービス、住民主体型サービスの普

及に必要な支援を行う。（再掲） 

② 適切なサービスにつながるた

めのアセスメントとケアプラ

ン作成 

・訪問による高齢者の実態把握（再掲） 

・個々のニーズを明らかにする為、生活機能低下

の背景や原因・課題分析をして適切な予防支援

につなげる。 

③ 関係機関との連携 ・地域の介護サービス事業所や居宅介護支援事業

所へ日常生活支援総合事業の説明の普及に必要

な支援を行う。 

【看護師・保健師部会事業】 

・障害福祉サービスから介護保険サービスに移行

するケースなどについての対応を速やかに行え

るよう勉強会(年１回)、事例検討会（年１回）

を行う。 

４ その他

取組み内容 活 動 計 画 

① 介護予防支援事業 ・要支援認定者に対し、介護サービス希望者には

適切なアセスメントを行い、介護予防サービス

計画書を作成する。 

・モニタリングにより、重度化を予防する。 

② 食の自立支援事業 ・市や高齢者、その家族からの依頼に応じ、訪問
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により栄養改善の必要性をアセスメントし配食

サービスの申請を行う。 

③ 認知症サポーター養成講座 ・市、地域からの依頼により講義を行う。 

④ 短期集中通所型サービス事業

開催の支援 

・参加者の募集 

・アセスメント、ケアプランの作成 

・開催中の後方支援 

⑤ 介護予防の普及啓発 ・サロン等に出向き、健康や介護予防についての

講座を実施（随時） 
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平成３０年度 地域包括支援センターじょうなん活動計画 

１ 基本方針 

  平成３０年度小田原市地域包括支援センター事業計画及び第７期おだわら高齢者福祉介

護計画に基づき、地域の高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を送れるよ

う、関係機関や地域の関係団体等と連携しながら、地域包括ケアシステムの構築を推進し

ていく。また、自立支援型ケアマネジメントの趣旨を理解し、推進に協力するよう努める。 

２ 職員体制等 

職 種 等 氏  名 主な担当業務 

管理者 加藤 大 

保健師又は看護師 村越 実和子 総合相談支援業務 

介護予防ケアマネジメント業務 

認知症施策の推進

社会福祉士 伊藤 和幸 総合相談支援業務 

権利擁護業務 

認知症施策の推進 

主任介護支援専門員 加藤 大 

廣瀬 慶子 

総合相談支援業務 

地域包括ケア推進体制の整備 

包括的・継続的ケアマネジメント業

務 

その他 なし  

３ 活動計画 

(1) 地域包括支援センターの運営体制と基盤的業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 職員の資質向上 ・外部研修会の参加、内部勉強会の実施。（１人年

５回以上） 

・参加した研修会の報告、共有化。 

② プライバシーの尊重 ・個人情報保護法等の規定の遵守。 

③ チームアプローチ体制の整備

及び包括センター間の連携強化 

・ミーティング実施。新規相談、困難事例等につ

いて情報共有。（日１回） 

・内部会議実施。（各部会の状況報告・事務連絡・

事例の状況報告等）（月１回） 

・新設センターのフォローアップ。 

④ 業務務改善への取組み ・従事者会議出席。（センター全体の情報共有・意

見交換等）（月１回） 
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・民生委員と意見交換・情報共有等。（各地区１回

以上） 

・サービス事業所等の訪問、要望の聴取。（随時）

⑤ 地域包括ケア推進体制の整備 ・個別ケア会議及び圏域ケア会議を開催し、関係

機関の連携強化を図る。（個別ケア会議年６回・

圏域ケア会議年１回以上） 

・多職種協働（医療・福祉・介護）の会合、研修

会に参加。（随時） 

・市や関係機関と連携し、自立支援の視点に立っ

た新たなケア会議の準備に取り組む。（自立支援

型ケアマネジメント） 

⑥ 認知症施策の推進 ・認知症初期集中支援事業にチーム員として参加

し、専門医等と連携しながら初期支援を行う。 

・地域住民等に対し、認知症サポーター養成講座、

認知症講話等を開催。（随時） 

・認知症に関するイベント協力。（認知症シンポジ

ウム・認知症をにんちしよう会） 

 (2) 総合相談支援業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 高齢者の実態把握及び支援 ・要援助高齢者に対する個別訪問、実態把握。関

係機関と連携して支援を行う。 

・地域の見守り体制と連携し、一人暮らし高齢者

及び高齢者世帯の実態把握。 

② 支援を要する高齢者の早期発見

に関する取組み 

・関係機関とのネットワーク構築、強化。 

・老人会、サロン、自主グループ活動等に参加し、

要援助高齢者の情報収集。 

 (3) 権利擁護業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 権利擁護に関する意識啓発 ・老人会、サロン、自主グループ活動等に参加し、

権利擁護に関する講話開催。（随時） 

② 関係機関との連携体制の構築 ・民生委員、医療機関、介護保険事業所、地域団

体、その他関係機関とのネットワーク構築・強

化。 

【社会福祉士部会事業】 

・弁護士会、司法書士会、行政書士会、社会福祉

士会との事例検討会。（年２回） 
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・社協の社会福祉士との連携強化。 

③ 権利擁護に係る支援 ・権利擁護に係る事例に対し、関係機関と連携し、

迅速かつ的確な支援実施。特に高齢者虐待につ

いては、緊急性の判断、役割分担の明確化等、

適切な支援を行う。 

 (4) 包括的・継続的ケアマネジメント業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 生活環境変化等への対応 ・高齢者が居宅、施設、病院等を移る際に、各関

係機関と必要な調整を行う。 

・サービス担当者会議開催支援。（随時） 

② 介護支援専門員の支援 ・ケアマネジャーの相談に対し、助言、同行訪問

等の支援を行う。（随時） 

【主任介護支援専門員部会事業】 

・介護予防プラン作成マニュアルの改訂及びケア

マネジャーへの伝達。 

・ケアネットＯＨＭＹと研修会を共催。 

③ 関係機関相互の連携体制の構築 ・民生委員、ケアマネジャー等との情報交換・勉

強会の開催。（年１回以上） 

④ 地域資源の把握・開発 ・地域の社会資源の把握。（随時） 

・社会福祉協議会地区担当と連携し、地域資源の

把握。 

 (5) 介護予防ケアマネジメント業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 介護予防・日常生活支援総合事

業に関する適切な説明 

事業内容や費用等について、資料を用い、適切な

説明を行う。 

② 適切なサービスにつながるため

のアセスメントとケアプラン作

成 

・適切なアセスメントを実施し、自立支援に資す

るケアプランを作成。 

・目標達成に必要なサービス調整等を含むケアマ

ネジメント実施。 

・通所型サービス事業（短期集中型サービス）の

ケアマネジメント実施。 

③ 関係機関との連携 ・適切なサービス提供のため、関係機関と情報の

共有化、連携体制の構築。 

【保健師・看護師部会事業】 

・障害福祉制度の理解。（勉強会１回） 



14 

・障害福祉サービス関係者との事例検討会。 

（年１回） 

４ その他

取組み内容 活 動 計 画 

① 認知症初期集中支援事業の支援 ・チーム員として参加し、要請に基づいて対象者

の調査、継続的支援を行う。（再掲） 

② 要支援認定者の介護予防プラン

作成 

・介護予防給付サービスが必要な利用者に対し、

介護予防プラン作成。 

③ 新規配食希望者のアセスメント ・食の自立支援希望者に対し、アセスメントを行

う。 

④ 早川地区生活支援サービス事業

の支援 

・はやか輪みんなでささえ隊会合に参加し、運営

協力。 

⑤ 早川地区サロン活動の支援 ・はやか輪くわくサロンおちゃのまに参加し、運

営協力。 
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平成３０年度 地域包括支援センターはくさん 活動計画 

１ 基本方針 

  「平成 30 年度小田原市地域包括支援センター事業計画」および「第７期おだわら高齢者

福祉介護計画」に基づき、地域の高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を

継続していくことができるよう、地域包括支援センターはくさんは、担当圏域である二川

および久野（地区自治会連合会名）を中心に、「地域包括ケアシステム」を構築し推進して

いくための中核的な機関として、小田原市、医師会、歯科医師会、薬剤師会の三師会等の

医療機関をはじめとする各関係機関、地域の関係団体、地域住民と連携をしながら、効果

的効率的に業務を遂行できるよう機能強化を図っていくものとする。また小田原市におけ

る「自立支援型ケアマネジメント」の推進については、その主旨を理解し「高齢者 1人ひ

とりの生活の質をあげる」ことに努める。 

２ 職員体制等 

職 種 等 氏  名 主な担当業務 

管理者 青木 薫子 

保健師又は看護師 熊澤 美季 保健医療、認知症施策の推進、総

合相談支援業務 等 

社会福祉士 桑原 雪恵 権利擁護業務、地域資源の把握・

開発、認知症施策の推進、総合相

談支援業務 等 

主任介護支援専門員 青木 薫子 包括的・継続的ケアマネジメント

業務、認知症施策の推進、総合相

談支援業務、介護支援専門員の支

援 等 

その他   

３ 活動計画 

(1) 地域包括支援センターの運営体制と基盤的業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 職員の資質向上 外部および関係機関の研修の随時参加→包括 

内で研修内容を共有する。 

①医師会、歯科医師会、薬剤師会、市立病院、

箱根等医療関係団体の研修参加（随時）。 

②ＯＨＭＹ等の介護関係団体の研修等参加 

（随時）。 

③県主催、市役所高齢介護課主催、各地域包括
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支援センター間での連絡会、職種別部会の研

修等参加（随時）。 

④自社内、包括内での研修の開催（随時）。 

⑤市開催のケアプラン点検事業に参加し、地域

包括支援センター職員が利用者の自立支援に

資するケアプランを作成できるようにする

（1名）。 

② プライバシーの尊重 個人情報保護法等の規定の遵守 

①外部へのファイルの持出時の注意の徹底。 

②市システム、社内台帳の管理についてＩＤ、

パスワード管理。 

③施錠できる書庫での個人情報の書類保管。 

④個人情報記載書類の処分方法の徹底（シュレ

ッダー）。

③ チームアプローチ体制の整備

及び包括センター間の連携強

化 

・高齢者の相談内容、支援経過等について主担

当者および各専門職間で共有する場を定期的

にもつ。（毎朝の朝礼および随時） 

・各包括支援センター間で同等のサービス提供

ができるよう、情報共有や支援を行う。 

（従事者会、職種別部会等を通じて） 

・職種別部会、従事者会の情報は迅速に包括内

で共有する。 

④ 業務改善への取組み ・利用者、各種関係団体、民生委員との交流（お

茶会等）等を通じ、包括支援センターの業務

における課題等を把握し、業務改善につなげ

る。 

・高齢介護課、各包括支援センター間での情報

交換、意見交換等を通じ、それぞれの包括支

援センターの業務改善につなげる。 

⑤ 地域包括ケア推進体制の整備 ・小田原市とともに、「自立支援型ケアマネジメ

ント」の推進に基づき、自立支援の視点にた

ったケアマネジメントを居宅の介護支援専門

員と行い、利用者への適切な支援につなげて

いく（新たな地域ケア会議）。 

・個別ケア会議（6回/年）の開催を通じ、地域

における医療や介護の課題を把握し、市や関

係機関、地域住民とともに課題解決にとりく

む圏域ケア会議を開催する（2回/年）。 
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・地域包括ケアシステムの推進、啓蒙のための

取り組みを地域住民にむけて積極的に行う。

（講話活動等） 

⑥ 認知症施策の推進 ・地域における認知症の人や介護者に対する支

援に必要な情報提供や取り組み、支援を行う。

・認知症を認知しよう会イベントを他包括、関

係機関と協働開催する（年２回）。 

・認知症初期集中支援チーム員会議の一員とし

て、専門医・関係者と連携をしながら認知症

の初期支援を包括的、集中的に行うことで認

知症の人の意思が尊重され、できるかぎり住

み慣れた地域で暮らし続けることができるよ

うに支援する。

 (2) 総合相談支援業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 高齢者の実態把握及び支援 ・個別訪問による実態把握および適切なサービ

ス、関係機関との連携、情報共有。（相談、情

報提供、介護保険更新時実態把握等からの情

報提供） 

・孤独死や孤立死の恐れのある世帯については、

実態把握につとめ、関係機関や住民、行政と

見守り等の支援体制を構築する。 

・地域の高齢者の実態把握につとめる。（75 歳

以上の高齢者で介護認定を受けていない家庭

への訪問） 

② 支援を要する高齢者の早期発

見に関する取組み 

民生委員、医療機関、介護保険事業所、地域団

体（生活支援サービス活動 ひまわりの会・

ちゅうりっぷの会）等の機関とネットワークを

構築し、情報交換を通じ支援を要する高齢者の

把握、支援につなげる（適宜）。 

 (3) 権利擁護業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 権利擁護に関する意識啓発 ・地域の高齢者の権利擁護に関する啓蒙活動を

行う。（講話活動、お茶会等） 

② 関係機関との連携体制の構築 ・【社会福祉士部会事業】権利擁護業務における

法律専門職種との連携（専門職種との事例検
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討会 2回/年を通じ、連携の強化を図る。） 

・関係機関との「小田原市高齢者虐待防止ネッ

トワーク会議」参加による小田原市における

虐待の状況、情報の共有（1回/年）。 

③ 権利擁護に係る支援 ・成年後見制度の活用(市長申立を含む)、消費

者被害、高齢者虐待ほか重層的課題による権

利侵害やその疑いがある高齢者世帯について

は、支援の必要性や緊急の必要性などを専門

性を活かして判断を行い、関係機関との連携

のもと迅速かつ的確な支援を行う。 

・高齢者虐待については、高齢者虐待マニュア

ルに沿って市と迅速に連携を図り適切な対応

を実施する。 

 (4) 包括的・継続的ケアマネジメント業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 生活環境変化等への対応 ・高齢者が居宅、施設、病院を移る際に一貫し

た体制で継続的なケアマネジメントがなされ

るよう、施設（相談員等）や医療機関等の関

係機関（連携室等）と必要な調整、支援を行

う。 

・居宅の介護支援専門員ほか各支援者が同じ目

標にむかって連携できるように、必要に応じ

て、サービス担当者会議開催の支援を行う。 

② 介護支援専門員の支援 ・ケアマネジメントの質の向上を図るため、介

護保険サービス、高齢者のケアマネジメント

に資する情報を収集、発信する。 

（圏域内の事業所や総合事業の情報等） 

・新設の居宅介護支援事業所等との関係作り、

後方支援を積極的に行う。 

・【主任介護支援専門員部会事業】介護予防プラ

ン作成のマニュアルの見直しを行い、予防プ

ラン作成における介護支援専門員の支援を行

う。 

③ 関係機関相互の連携体制の構

築 

高齢者の包括的・継続的な支援の円滑化のため、

関係機関による情報交換の場の確保や研修会の

開催を行う。 

・ケアマネジャーとの交流会の開催（茶っと会
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2 回/年）。 

・地域ケア会議の開催 

個別ｹｱ会議（6回/年）圏域ｹｱ会議（2回/年）

・民生委員とのお茶会（12 回/年） 

・地域密着型通所介護事業所等の運営推進会議

参加（約 7事業所）。 

・生活支援サービス活動 久野ひまわりの会・

二川ちゅうりっぷの会の総会等参加（随時） 

④ 地域資源の把握・開発 相談時における情報提供のほか、包括的・継続

的ケアマネジメントの環境整備のための等に活

用できるよう、社会資源の把握を行い、活用で

きるような方法を検討する。 

・社会資源マップ「二川おたすけ帳」「久野おた

すけ帳」の更新、担当地域の全民生委員への

配布（1回/年更新）。 

・包括支援センター内の地域資源マップ作成 

（1回/年更新）。 

 (5) 介護予防ケアマネジメント業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 介護予防・日常生活支援総合事

業に関する適切な説明 

新規相談者、要支援・要介護認定者、事業対象

者、介護者、介護保険関係事業所に適切な説明

ができる知識、情報を提供することができる。 

・高齢介護課主催の研修会参加（随時）および

「介護サービス事業所連絡会」（1 回/年）に

よる情報共有。 

② 適切なサービスにつながるた

めのアセスメントとケアプラ

ン作成 

適切かつ十分なアセスメントを行い、「自立支

援」にむけたケアマネジメントの視点で、利用

者の状況を踏まえ目標設定を行い、利用者本人

が目標の達成に取り組んでいけるようケアプラ

ンを作成する。 

③ 関係機関との連携 利用者に対し、適切なサービス提供が行えるよ

う、関係機関との情報の共有化、連携体制を構

築する。 

・ケアマネジャーとの交流会（茶っと会 2 回/年）

・他地域包括支援センター、小田原医師会、歯

科医師会、薬剤師会、医療機関との連携（適

宜）。 
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【保健師・看護師部会事業】障害福祉サービス

から介護保険サービス利用の移行時に、障害福

祉サービスとの円滑な連携ができるよう障害福

祉サービス関係者と制度の理解と情報共有、関

係作りを行う。 

４ その他

取組み内容 活 動 計 画 

① 介護予防支援事業 ・要支援認定者に対して介護サービス希望者に

は適切なアセスメントを行い、介護予防サー

ビス支援計画書を作成する。 

・個別のモニタリング、アセスメントを行い重

度化を予防する。 

② 地域包括支援センターの周知

活動 

・圏域内公民館等に訪問をし、包括に足を運び

難い地域や高齢者に対し地域包括支援センタ

ーの業務、地域包括ケアシステム構築にむけ

ての講義や講話活動の実施（随時） 

「地域包括支援センターはくさんがやってく

る！（仮称）」 

･地域のイベントには積極的に参加する。 

・おだわら看護専門学校、市立病院関係者への

地域包括支援センターの業務、地域包括ケア

システム構築にむけての講義（随時）。 

③ 食の自立支援事業 市や高齢者、介護者、介護支援専門員、等の依

頼により、栄養改善の必要性をアセスメントし、

必要に応じて食の自立支援を申請代行を行う。 

④ 短期集中通所型サービス事業

開催の支援 

・参加対象者の抽出、声かけ、募集。 

・アセスメント、ケアプランの作成。 

・開催中の支援 

・終了後の支援 

⑤ 認知症サポーター養成講座 ・市又は関係機関から依頼があった場合は、講

師を包括より派遣する（随時）。 
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平成３０年度 地域包括支援センターひがしとみず活動計画 

１ 基本方針 

  平成 30 年度小田原市地域包括支援センター事業計画及び「第 7紀おだわら高齢者福祉介

護計画」に基づき、地域の高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続で

きるよう、「地域包括ケアシステム」の構築及び推進を図るとともに、各関係機関、地域の

関係団体と連携しながら、効果的効率的に業務の遂行に努める。 

 また、小田原市のおける「自立支援型ケアマネジメント」の推進について、その趣旨を理

解し、「高齢者一人ひとりの生活の質の向上」に努める。 

２ 職員体制等 

職 種 等 氏  名 主な担当業務 

管理者 奥津 美恵 

保健師又は看護師 小澤 幸子 総合相談支援・介護予防ケアマネジ

メント業務 

社会福祉士 奥津美恵・稲毛美咲 総合相談支援・権利擁護業務 

主任介護支援専門員 我妻 幸子 総合相談支援・包括的継続的ケアマ

ネジメント業務 

その他 百々 トメ子 請求事務他 

３ 活動計画 

(1) 地域包括支援センターの運営体制と基盤的業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 職員の資質向上 ・外部研修及び法人内研修に参加し包括職員と

しての資質向上に努めるｖ 

外部研修…２４回/年 法人研修…１２回/年 

・センター内で外部研修についての情報交換等

を行う。（月１回） 

② プライバシーの尊重 ・個人情報保護法に関する法令の遵守 

・個人情報管理の徹底（施錠可能な書庫での個

人ファイルの管理、個人情報の持ち出し時は

最小限に留める。） 

・プライバシー保護についての研修参加（法人

内研修にて実施予定） 

③ チームアプローチ体制の整備

及び包括センター間の連携強化 

・始業時ミーテェイングを実施し情報共有を行

う。 

・市貸与のシステムに総合相談内容を入力し市
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担当者や包括職員間で情報の共有を図る。（過

去の相談内容についても理解できるように記

入する。） 

・ケース対応については、必要に応じて専門職

と連携し対応する。困難事例については複数

の職員で対応する。 

・各包括支援センター間の連携が図れるように

連絡会や各部会で意見交換を行ない、必要に

応じて相互に協力をする。 

④ 業務改善への取組み ・地域の関係団体が開催する会合へ参加し地域

包括支援センターへの意見聴取を行い把握し

た意見については、事業所内で精査し業務改

善につなげる。 

・連絡会や部会等において意見交換を行ない、

業務改善につなげる。 

⑤ 地域包括ケア推進体制の整備 ・地域の関係機関と地域包括ケアシステム推進

を図る為の会合を開催する。（かりがわ場年

１回以上開催：とみず・さくらい包括共同開

催） 

・多職種参加により地域ケア会議を開催する。 

個別ケア会議…５回/年 

圏域ケア会議…２回/年 

・自立支援型ケアマネジメントの推進を図る。 

地域ケア会議…６月～９月/月２回開催予定 

⑥ 認知症施策の推進 ・認知症初期集中支援チームの一員として、認

知症を有すると思われる人に対して、専門

医・市担当者等と連携しながら包括的・集中

的に支援を行う。 

・認知症の理解を普及させるために認知症につ

いての講話等を行う。 

 (2) 総合相談支援業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 高齢者の実態把握及び支援 ・地域の関係機関と連携し高齢者の実態把握に努

め、支援が必要と思われるケースについては迅

速に対応する。地域包括で対応できないケース

については、他機関へつなげる。引き継ぎ後も

連携をとり情報の共有に努める。 
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【７５歳以上独居又は高齢者世帯（特に介護保

険に繋がっていない人）については民生委員訪

問時に同行し実態把握をし、必要な情報収集を

行う。⇒高齢者訪問記録票の作成】

② 支援を要する高齢者の早期発見

に関する取組み 

・７５歳以上の独居又は高齢者世帯への訪問を

実施し問題の早期発見に努める。（再掲） 

・地域の関係機関の方々が参加する会合を開催

し支援を必要とする高齢者の情報収集に努め

る。かりがわ道場の開催（再掲）

 (3) 権利擁護業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 権利擁護に関する意識啓発 ・各関係団体が参加する会合において権利擁護

についての話をすることにより意識啓発・普

及活動を行う。 

かりがわ道場の開催（再掲） 

関係団体開催の会合への参加 

② 関係機関との連携体制の構築 ・各関係団体が開催する会合への参加、関係機

関が参加できる会合の開催をすることで顔の

見える関係作りに努める。 

 かりがわ道場の開催（再掲） 

・【社会福祉士部会事業】権利擁護業務のおける

法律専門職との連携 

・地域密着型サービス事業所が開催する運営推

進会議の参加し、情報収集及び連携体制の構

築を図る。 

・多職種参加の地域ケア会議を開催し、連携体

制の構築を図る。（再掲） 

③ 権利擁護に係る支援 ・成年後見制度に関する相談があった場合には

適切な関係機関（弁護士会・リーガルサポー

ト・高齢介護課等）へ相談し連携しながら進

めていく。 

・高齢者虐待対応ケースについては、高齢者虐

待対応マニュアルにそって、対象者の安全確

保を第一に考え、市や関係機関と連携を図り

役割分担をし迅速に対応する。 
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 (4) 包括的・継続的ケアマネジメント業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 生活環境変化等への対応 ・施設への入退所や医療機関への入退院時のカン

ファレンス、サービス担当者会議へ参加し情

報共有を図り、生活環境変化への支援を行う。

② 介護支援専門員の支援 ・介護予防ケアプラン作成マニュアルを見直し

必要部分は修正を行い、ケアマネジャー向け

に説明会を開催する。 

【主任介護支援専門員部会事業】ケアマネジメ

ント支援事業 

・介護予防ケアプランと要介護ケアプランとの

共通のフォーマットを作成する。 

・「自立支援型ケアマネジメント」の推進に基づ

き、自立支援の観点に立ったケアマネジメン

トが行えるようにケアマネジャーに対して支

援を行う。 

・困難ケースについては、個別ケア会議等を開

催し関係者間での課題の共有と解決に向けて

の支援を行う。 

 個別ケア会議 ５回/年 （再掲） 

・地域の関係機関が参加する会合を開催し意見

交換ができる機会を作る。 

 かりがわ道場の開催 （再掲） 

③ 関係機関相互の連携体制の構築 ・三師会等が開催する研修へ参加し連携体制の

構築を図る。 

・ケアネットＯＨＭＹが開催する研修への協力

を行い、連携強化を図る。 

・地域の関係団体が開催する会合へ参加し連携

体制の強化を図る。 

・地域の関係機関が参加する会合を開催し連携

強化を図る。かりがわ道場の開催（再掲） 

・多職種が参加する地域ケア会議を開催し多職

種間の連携強化を図る。 

 個別ケア会議  ５回/年 （再掲） 

 圏域ケア会議  ２回/年 （再掲） 

④ 地域資源の把握・開発 ・地域のインフォーマルサービスについて情報

収集を行う。収集した情報については、適宜

利用者やケアマネジャー等へ提供しインフォ
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ーマルサービスをケアプラン作成時に活用し

てもらう。 

・圏域ケア会議で発掘された地域資源について

の課題に対して、地域の関係団体と協力して

課題解決に取り組む。 

 (5) 介護予防ケアマネジメント業務 

取組み内容 活 動 計 画 

介護予防・日常生活支援総合事業に

関する適切な説明 

・対象者に対してパンフレット等を活用し解り

やすく説明を行う。 

① 適切なサービスにつながるため

のアセスメントとケアプラン作

成 

・「自立支援型ケアマネジメント」に基づくアセ

スメントとケアプランの作成を行う。 

・アセスメント力向上の為外部研修等へ参加し

スキルアップを図る。 

② 関係機関との連携 ・利用者に対して適切なサービス提供が行える

ように、関係機関と連携を図り情報の共有を

する。 

・【保健師・看護師部会事業】障害サービスとの

円滑な連携について考える。 

４ その他

取組み内容 活 動 計 画 

① 介護予防給付 ・対象者への適切なアセスメントと自立支援に

資する介護予防プランの作成を行う。定期的

にモニタリングを行い、ＰＤＣＡサイクルを

実施する。 

② 食の自立支援事業 ・対象者に対してのアセスメントと申請を行う。

介護予防対象者についてはモニタリングを実

施する。 

③ 短期集中通所型サービス（複合

型）の運営支援 

・対象者の把握と申込み 

・アセスメントとプランを作成する。 

・終了後のモニタリングを実施する。 

④ 高齢者参加のイベント開催 ・法人内の他部門と連携し地域の高齢者が参加

できるイベントを企画開催する。 

＊便秘改善の取組み、災害時の食事など 

（年３回程度開催予定：とみず・さくらい包括

と共同開催） 

・参加高齢者からの情報収集と実態把握を行う。
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平成３０年度 地域包括支援センターとみず活動計画 

１ 基本方針 

  「平成 30 年度小田原市地域包括支援センター事業計画」及び「第７期おだわら高齢者福

祉計画」に基づき、地域の高齢者が可能な限り住み慣れた地域で生活を継続できるよう「地

域包括ケアシステム」の実現に向けて各関係機関、地域の関係団体と連携しながらその役

割を担い業務に努める。また「自立支援型ケアマネジメント」の趣旨を理解し「高齢者一

人ひとりの生活の質を上げる」ことに努める。 

２ 職員体制等 

職 種 等 氏  名 主な担当業務 

管理者 杉山少枝美 

保健師又は看護師 石川綾子 総合相談、介護予防ケアマネジメ

ント業務 

社会福祉士 吉田篤史 総合相談、権利擁護業務 

主任介護支援専門員 杉山少枝美 総合相談、包括的継続的ケアマネ

ジメント業務 

その他 なし なし 

３ 活動計画 

(1) 地域包括支援センターの運営体制と基盤的業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 職員の資質向上 ・外部及び法人内研修の受講により包括職員と

しての資質向上に努める。 

外部研修：20 回/年 法人研修：12 回/年 

・受講した研修の都度、報告会を開催し職員間

で共有する。 

② プライバシーの尊重 ・個人情報保護法等の規定の遵守 

・プライバシー保護に係る研修への参加 

・個人情報管理の徹底（個人情報書類を施錠で

きる書庫に保管、外部への持ち出し制限） 

③ チームアプローチ体制の整備

及び包括センター間の連携強

化 

・毎朝のミーティングにて活動の把握と情報共

有をおこなう。 

・システムを活用して総合相談の内容を把握し

各専門機関で共有する。 

・担当ケースについて支援経過等の記録を作成

し職員間で共有し担当者不在時にも適切に対
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応できるようにする。 

・困難ケース、虐待ケースについてはセンター

内でカンファレンスを実施し複数の職員で対

応する。 

・各包括支援センター間で連携を図り積極的に

情報交換をおこなう。 

④ 業務改善への取組み ・地域住民、民児協、自治会等の会合や介護事

業所が開催する会議へ出席し地域包括の活動

について意見を聞く機会を持ち業務改善につ

なげる。 

⑤ 地域包括ケア推進体制の整備 ・地域の関係機関と地域包括ケアシステム推進

を図るための会合を開催する。 

かりがわ道場 （さくらい・ひがしとみず包

括と共催） 年に２回 

・自立支援型ケアマネジメントの推進に基づい

た地域ケア会議において多職種とともにケア

プランを確認し自立支援の視点に立ったケア

マネジメントをおこなう。 

・個別ケア会議を開催しケースごとの問題解決

に取り組む。（年６回） 

・圏域ケア会議を開催し個別ケア会議の積み上

げにより抽出された地域の課題解決に取り組

む。（年２回） 

⑥ 認知症施策の推進 ・認知症初期集中支援チームの一員として対象

と思われる人に対して専門医と連携して包括

的、集中的に支援をおこなう。

 (2) 総合相談支援業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 高齢者の実態把握及び支援 ・地域の関係機関と連携し情報収集を行い実態

把握に努める。 

・支援が必要と思われるケースについては迅速

に対応し適切な支援が受けられるように他機

関とも連携を図る。 

・民生委員の把握する「見守りの必要なケース」

の訪問に同行し情報を収集する。 
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② 支援を要する高齢者の早期発

見に関する取組み 

・地域各関係機関（自治会、民生委員、介護事

業所等）とのネットワークを強化する。 

（かりがわ道場の開催 年に２回）再掲 

 (3) 権利擁護業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 権利擁護に関する意識啓発 ・地域の関係団体が開催する会合に出席し権利

擁護に関する話題を取り上げ啓蒙普及活をお

こなう。 

② 関係機関との連携体制の構築 ・地域の関係団体を対象とした勉強会、意見交

換会を開催して連携を図る。 

（かりがわ道場の開催 年に２回） 

【社会福祉士部会事業】 

・権利擁護における専門職との連携 

・多職種参加の地域ケア会議を開催し連携体制

の強化を図る。 

③ 権利擁護に係る支援 ・消費者被害、高齢者虐待などにより権利侵害

の疑いがある世帯に対して専門性を活かした

判断と対応をおこなう。 

・高齢者虐待については高齢者虐待マニュアル

に沿って市、関係機関と迅速に連携を図り役

割分担をして対応する。 

 (4) 包括的・継続的ケアマネジメント業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 生活環境変化等への対応 ・病院への入退院時、施設への入退所時にカン

ファレンス、担当者会議に参加し情報を共有

し生活環境変化への支援をおこなう。 

② 介護支援専門員の支援 ・介護保険サービス、ケアマネジメントに資す

る情報を収集、発信しケアマネジャーの資質

向上につながる支援をおこなっていく。 

【主任介護支援専門員部会事業】 

・介護予防プラン作成マニュアルを見直し現状

に沿った改訂版マニュアルを作成する。 

・自立支援の視点に立ったケアマネジメントが

行えるようケアマネジャーへ支援を行う。 
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③ 関係機関相互の連携体制の構

築 

・関係機関（三師会等）が開催する研修に参加

し連携体制の構築を図る。 

・地域の関係機関が参加する会合を開催し連携

強化を図る。（かりがわ道場の開催） 

・ケアネットＯＨＭＹが開催する研修に参加、

協力し連携強化を図る。 

・地域ケア会議を開催し関係機関との連携を密

にする。 

圏域ケア会議 ２回/年   

個別ケア会議 ６回/年 

④ 地域資源の把握・開発 ・地域で提供されるインフォーマルなサービス

について関係機関が開催する会合などに出席

して情報収集する。 

・不足している地域資源については地域の課題

として圏域ケア会議で取り上げ解決に取り組

む。 

 (5) 介護予防ケアマネジメント業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 介護予防・日常生活支援総合事

業に関する適切な説明 

・対象者に対してパンフレット等資料を用いて

分かりやすく適切な説明をおこなう。 

② 適切なサービスにつながるた

めのアセスメントとケアプラ

ン作成 

・自立支援型ケアマネジメントの視点でアセス

メントをおこなう。 

・アセスメント、ケアプラン作成の力を向上さ

せるため研修に参加する。 

③ 関係機関との連携 ・介護保険事業所、市等関係機関と連携を図る。

【保健師 看護師部会事業】 

・障害福祉サービスとの円滑な連携について考

える。 

４ その他

取組み内容 活 動 計 画 

① 介護予防給付 ・自立支援に資する介護予防プランの作成。 

・適切なアセスメントとモニタリングの実施。

② 食の自立支援事業 ・新規で利用希望のあった対象者にアセスメン

トを実施し申請をおこなう。 

・介護予防対象者に対してはモニタリングを行

う。 
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③ 認知症サポーター養成講座 ・市または地域からの依頼により講師を派遣す

る。 

④ 短期集中通所型サービス（複合

型）の運営支援 

・対象者の把握 

・アセスメントとケアプラン作成 

・終了後のモニタリング 

⑤ 富水まちづくり委員会 ・健康福祉分科会へ参加し、地域活動の連携を

図る。 

⑥ 高齢者参加のイベント開催 ・法人内の他部門と連携し地域の高齢者が参加

できるイベントを企画運営する。 

◎便秘改善の取組み 災害時の食事の工夫 

（年３回程度開催予定：ひがしとみず、さく

らい包括と共同開催 
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平成３０年度 地域包括支援センターさくらい活動計画 

１ 基本方針 

  平成 30 年度小田原市地域包括支援センター事業計画及び「第 7期おだわら高齢者福祉介

護計画」に基づき、地域の高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続で

きるよう「地域包括ケアシステム」の構築及び推進をしていく。そのため、各関係機関、

地域の関係団体と連携しながら効果的効率的に業務の遂行に努める。 

  また、小田原市における「自立支援型ケアマネジメント」の推進について、その趣旨を

理解し「高齢者一人ひとりの生活の質の向上」に努める。 

２ 職員体制等 

職 種 等 氏  名 主な担当業務 

管理者 栗原 千恵 

保健師又は看護師 星野 ゆう子 介護予防ケアマネジメント業務、

総合相談支援 

社会福祉士 栗原 千恵 権利擁護業務・総合相談支援 

主任介護支援専門員 杉﨑 玉枝 包括的継続的ケアマネジメント

支援、総合相談支援 

その他 深水 道子 介護予防支援、総合相談支援 

３ 活動計画 

(1) 地域包括支援センターの運営体制と基盤的業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 職員の資質向上 ・外部研修への参加 

・法人内部研修への参加 

・センター内勉強会（月１回）で研修内容等に

ついて情報交換を行う。 

② プライバシーの尊重 ・個人情報保護法に関する法令の遵守 

・個人情報の持ち出しは最小限にする、個人フ

ァイルは施錠可能な書庫で保管する等、管理

体制を徹底する。 

・法人内研修（プライバシー保護の取組みに関

する研修）の受講 

③ チームアプローチ体制の整備

及び包括センター間の連携強

化 

・市貸与のシステムに総合相談内容を入力する。

相談受付票と月毎の一覧表、市貸与のシステ

ムを供覧し、新規相談対象者の情報を共有す

る。 
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・毎朝のミーティングにて各自の活動の把握と

情報交換を実施する。 

・担当ケースについての支援経過などの記録を

適切に作成し担当職員不在時でも対応が可能

な状態とする。 

・困難ケース、虐待ケースについては複数の職

員で対応する。随時、市職員と連携相談し、

必要時には専門職とも連携し、協力を得て問

題解決に取り組む。 

・各部会、従事者連絡会議を通して包括間の情

報交換を実施し、議論された内容については

包括職員間で共有する。 

・各包括支援センター間の連携が図れるように

連絡会や各部会で意見交換を行う。業務内容

で生じた疑問についてもセンター内で解決で

きない課題は他包括に意見を求める等連携を

図る。 

④ 業務改善への取組み ・地域住民、民児協、自治会などの関係団体や

地域の介護事業所が開催する会議へ参加し、

地域包括支援センターの活動について意見交

換を行う機会を持ち業務改善につなげる。 

・各包括間で情報交換を行い、取り組みの参考

にする。 

⑤ 地域包括ケア推進体制の整備 ・多職種共同による地域包括支援ネットワーク

の構築にむけ担当地域の民生委員、居宅支援

事業所・介護サービス事業所との事例検討会

や意見交換会を開催する。 

（かりがわ道場年１回以上開催 ひがしとみ

ず・とみず包括と合同開催予定） 

・関係機関との連携体制を構築し地域課題、個

別課題を支援していくために地域ケア会議を

開催する。 

個別ケア会議 年 7回開催予定 

圏域ケア会議 年１回開催予定 

・自立支援型ケアマネジメント推進のため、地

域ケア会議（６～９月/月２回）に積極的に参

加し意見交換を行う。 
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⑥ 認知症施策の推進 ・認知症初期集中支援事業の活用。認知症初期

集中支援チームの一員として認知症を有する

と思われる人等を訪問し、専門医・市担当者

等と連携しながら包括的、集中的に認知症の

方への初期支援を行う。 

・地域からの依頼による認知症の講話等も実施

する。 

 (2) 総合相談支援業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 高齢者の実態把握及び支援 ・自治会、民児協などの関係団体が実施する高

齢者見守り活動に積極的に参加し高齢者の実

態把握に努め、支援が必要な場合は迅速に対

応を行う。 

・独り暮らしの高齢者については、民生委員と

連絡を図り、同行訪問をする等して情報収集

を行い実態を把握する。 

② 支援を要する高齢者の早期発

見に関する取組み 

・高齢者見守り活動への参加や民生委員との同

行訪問等を実施し、問題の早期発見に努める。

・民生委員、医療機関、居宅介護支援事業所等

とネットワーク強化のために情報交換ができ

る機会をつくる。 

（かりがわ道場の開催：再掲） 

 (3) 権利擁護業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 権利擁護に関する意識啓発 ・関係団体等が開催する会議などへ参加し、権

利擁護に関する意識啓発、普及活動を行う。 

② 関係機関との連携体制の構築 ・民児協、居宅介護支援事業所、介護サービス

事業所などを対象として勉強会、意見交換会

を開催し、連携の強化を図る。 

（かりがわ道場の開催：再掲） 

・関係機関が開催する連絡会議などへ参加し連

携体制の構築を図る。 

・地域密着型サービス事業所が開催する運営推

進会議へ参加し、情報収集及び連携体制の構

築を図る。 

・地域ケア会議を開催し各団体との連携体制の
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構築を図る。 

（圏域ケア会議、個別ケア会議：再掲） 

【社会福祉士部会事業 権利擁護における専門

職との事例検討会：再掲】 

③ 権利擁護に係る支援 ・高齢者虐待については、高齢者虐待対応マニ

ュアルに沿って、市と迅速に連携を図り適切

な対応を実施する。 

・成年後見制度に関する相談があった場合には

適切な関係機関（弁護士会、リーガルサポー

ト、コスモス、ぱあとなあ、高齢介護課）と

相談、連携しながら進めていく。 

 (4) 包括的・継続的ケアマネジメント業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 生活環境変化等への対応 ・施設入退所持や病院への入退院時のカンファ

レンス、サービス担当者会議へ参加し、情報

の共有と高齢者の生活環境変化への支援を行

う。 

② 介護支援専門員の支援 【主任介護支援専門員部会事業 介護予防プラ

ン作成マニュアルの改訂：再掲】 

・介護予防ケアプランと要介護ケアプランとの

共通のフォーマットを作成し、利用方法につ

いて説明会を開催する。 

・「自立支援型ケアマネジメント」の推進に基づ

き、ケアマネジャーに対しても自立支援の観

点に立ったケアマネジメントが行えるよう支

援を行う。 

・地域の居宅介護支援事業所との事例検討会、

意見交換会を開催し、地域のケアマネジャー

が抱えている問題などの把握に努め、必要時

には個別ケア会議を開催する等して課題の共

有と解決に向けての支援を行う。 

（かりがわ道場、個別ケア会議開催：再掲） 

③ 関係機関相互の連携体制の構

築 

・三師会、ケアネットＯＨＭＹ等、関係機関が

開催する会議や研修などに参加し連携体制の

構築を図る。 

・包括圏域の介護サービス事業所、居宅介護支

援事業所、民児協との情報・意見交換会を開
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催する。 

（かりがわ道場開催：再掲） 

・地域ケア会議を開催し多職種間の連携強化を

図る。 

（圏域ケア会議、個別ケア会議：再掲） 

④ 地域資源の把握・開発 ・地域の関係機関が開催する定例会への参加や

地域の店舗を訪問する等して、インフォーマ

ルも含めた地域資源の情報収集を行う。集め

た情報に関しては適宜利用者やケアマネジャ

ーへ情報提供を行い活用する。 

・地域のサロン活動、高齢者見守り活動等へ参

加し地域のニーズを把握し必要な資源の発

掘、開発に努める。 

 (5) 介護予防ケアマネジメント業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 介護予防・日常生活支援総合事

業に関する適切な説明 

・市から交付されている資料を活用する等して、

解りやく説明をする。 

② 適切なサービスにつながるた

めのアセスメントとケアプラ

ン作成 

・「自立支援型ケアマネジメント」について学び、

それに基づくアセスメントとケアプランの作

成を行っていく。 

（地域ケア会議への参加：再掲） 

・外部研修などに参加し、アセスメント力向上

を図る。 

・ケアプラン点検を受けた際は、包括内でスキ

ルアップにつながるよう情報を共有する。 

③ 関係機関との連携 ・随時、関係機関と連携を図り、利用者に対し

て適切なサービス提供が行えるよう情報を共

有する。 

【保健師・看護師部会事業 障害サービスとの

円滑な連携：再掲】 

４ その他

取組み内容 活 動 計 画 

① 介護予防給付 ・対象者をアセスメントし、自立支援に資する

介護予防プランの作成、モニタリングを行う。

② 食の自立支援事業 ・対象者宅に訪問し、アセスメントの実施と申

請を行う。介護予防対象者についてはモニタ
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リングを行う。 

③ 高齢者見守り活動への参加 ・高齢者見守り活動へ参加し、包括支援センタ

ーの広報活動を行うとともに、支援が必要な

高齢者の早期発見に努める。 

④ かりがわ道場の開催 ・民児協、居宅介護支援事業所、介護サービス

事業所との事例検討会、意見交換会を開催し、

地域の連携強化を図る。 

⑤ 認知症サポーター養成講座 ・市または地域からの依頼により講師を派遣す

る。 

⑥ 通所型サービス事業（短期集中

型サービス）の運営支援 

・参加者の募集、対象者の把握と申し込み 

・アセスメントとケアプランの作成、モニタリ

ングを行う。 

⑦ 高齢者参加のイベント開催 ・地域の高齢者が参加できるイベントを、法人

内の他部門と連携し企画開催する。 

 ※便秘改善の取り組み、災害時の食事等 

（年３回程度開催予定：ひがしとみず、とみ

ず包括と共同開催） 

・参加高齢者の実態を把握し、情報収集を行う。
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平成３０年度 地域包括支援センターさかわ こやわた・ふじみ活動計画 

１ 基本方針 

  「平成 30 年度小田原市地域包括支援センター事業計画」および「第７期おだわら高齢者

福祉介護計画」に基づき、地域の高齢者が住み慣れた地域でその人らしい生活を安心して

継続していけるよう「地域包括ケアシステム」の構築に向けて各関係機関、地域の関係団

体、地域住民と連携していく。また職員の質の向上に努め、効果的効率的に業務を遂行で

きるよう機能強化を図っていくものとする。小田原市における「自立支援型ケアマネジメ

ント」の推進については、その主旨を理解し「高齢者 1人ひとりの生活の質をあげる」こ

とに努める。前包括からの継続した活動を滞りなく実施するとともに、地域のニーズ把握

に努めニーズに応じた活動を実施できるよう努める。 

２ 職員体制等 

職 種 等 氏  名 主な担当業務 

管理者 石原 辰治 

保健師又は看護師 小林 晶穂 保健医療、認知症施策の推進、総

合相談支援業務 等 

社会福祉士 佐味 裕介 

平塚 裕子 

権利擁護業務、地域資源の把握・

開発、認知症施策の推進、総合相

談支援業務 等 

主任介護支援専門員 石原 辰治 包括的・継続的ケアマネジメント

業務、認知症施策の推進、総合相

談支援業務、介護支援専門員の支

援 等 

その他   

３ 活動計画 

(1) 地域包括支援センターの運営体制と基盤的業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 職員の資質向上 外部および関係機関、法人内の研修参加 

→包括内で研修内容を共有する。 

①医師会、歯科医師会、薬剤師会、市立病院、

箱根等医療関係団体の研修参加（随時）。 

②ＯＨＭＹ等の介護関係団体の研修等参加 

（随時）。 

③県主催、市役所高齢介護課主催、各地域包括

支援センター間での連絡会、職種別部会の研
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修等参加（随時）。 

② プライバシーの尊重 個人情報保護法等の規定の遵守 

①外部へのファイルの持出時の注意の徹底。 

②市システム、社内台帳の管理についてＩＤ、

パスワード管理。 

③施錠できる書庫での個人情報の書類保管。 

④個人情報記載書類の処分方法の徹底（シュレ

ッダー）。 

③ チームアプローチ体制の整備

及び包括センター間の連携強

化 

・毎日の朝礼、月１回の包括 MT で、高齢者の相

談内容、支援経過等について共有・検討し、

チームアプローチを行う。 

・記録を整備・共有し、担当職員が不在の場合

も対応可能な体制をつくる。 

・各包括支援センター間で同等のサービス提供

ができるよう、従事者会、職種別部会等を通

じて情報共有等を行う。 

④ 業務改善への取組み ・自治会や地域の自主グループ等と交流を深め

地域包括支援センターへの要望や業務におけ

る課題等を把握し、業務改善につなげる。 

・高齢介護課、各包括支援センター間での情報

交換、意見交換等を通じ、業務改善につなげ

る。 

⑤ 地域包括ケア推進体制の整備 ・小田原市とともに、「自立支援型ケアマネジメ

ント」の推進に基づき、自立支援の視点にた

ったケアマネジメントを居宅の介護支援専門

員と行い、利用者への適切な支援につなげて

いく。 

・地域ケア会議の開催を通じ、地域における医

療や介護の課題を把握し、市や関係機関、地

域住民とともに課題解決に取り組んでいく。 

個別ケア会議（年６回） 

圏域ケア会議（2 回/年） 

⑥ 認知症施策の推進 ・地域における認知症の人や介護者に対する支

援に必要な情報提供や取り組み、支援を行う。

・認知症を認知しよう会イベントを他包括、関

係機関と協働開催する（年２回）。 

・認知症初期集中支援チーム員会議の一員とし

て、専門医・関係者と連携をしながら認知症
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の初期支援を包括的、集中的に行うことで認

知症の人の意思が尊重され、できるかぎり住

み慣れた地域で暮らし続けることができるよ

うに支援する。 

 (2) 総合相談支援業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 高齢者の実態把握及び支援 ・個別訪問による実態把握および適切なサービ

ス、関係機関との連携、情報共有。 

・孤独死や孤立死の恐れのある世帯については、

実態把握につとめ、関係機関や住民、行政と

見守り等の支援体制を構築する。 

② 支援を要する高齢者の早期発

見に関する取組み 

民生委員、医療機関、介護保険事業所、様々な

地域の活動団体等とのネットワークを構築し、

支援を要する高齢者の把握、支援につなげる。 

 (3) 権利擁護業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 権利擁護に関する意識啓発 地域の高齢者の権利擁護に関する啓蒙活動を行

う（講話活動等） 

② 関係機関との連携体制の構築 ・【社会福祉士部会事業】権利擁護業務における

法律専門職種との連携（専門職種との事例検

討会 2回/年を通じ、連携の強化を図る。） 

・関係機関との「小田原市高齢者虐待防止ネッ

トワーク会議」参加による小田原市における

虐待の状況、情報の共有（1回/年）。 

③ 権利擁護に係る支援 ・成年後見制度の活用(市長申立を含む)、消費

者被害、高齢者虐待ほか重層的課題による権

利侵害やその疑いがある高齢者世帯について

は、支援の必要性や緊急の必要性などを専門

性を活かして判断を行い、関係機関との連携

のもと迅速かつ的確な支援を行う。 

・高齢者虐待については、高齢者虐待マニュア

ルに沿って市と迅速に連携を図り適切な対応

を実施する。 
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 (4) 包括的・継続的ケアマネジメント業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 生活環境変化等への対応 高齢者が居宅、施設、病院を移る際に一貫し 

た体制で継続的なケアマネジメントがなされ 

るよう、施設（相談員等）や医療機関等の関 

係機関（連携室等）と必要な調整を行う。 

② 介護支援専門員の支援 ・ケアマネジメントの質の向上、ケアマネジャ

ーとの連携強化のため、交流会をはくおう・

はくさん包括と協働し開催する。（年２回） 

・【主任介護支援専門員部会事業】介護予防プラ

ン作成マニュアルの見直しを行い、予防プラ

ン作成におけるケアマネジャーの支援を行

う。 

③ 関係機関相互の連携体制の構

築 

高齢者の包括的・継続的な支援の円滑化のため、

関係機関による情報交換の場の確保や研修会の

開催を行う。 

・ケアマネジャーとの交流会（茶っと会） 

（2回/年） 

・地域ケア会議の開催 

個別ｹｱ会議（6回/年）圏域ｹｱ会議（2回/年）

・地域密着型サービス事業所等の運営推進会議

への出席（随時） 

・生活支援サービス活動の総会等への参加 

（随時） 

④ 地域資源の把握・開発 地域の自主グループ等の社会資源の把握に努め

活用できるような方法を検討する。 

(5) 介護予防ケアマネジメント業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 介護予防・日常生活支援総合事

業に関する適切な説明 

・新規相談者、要支援・要介護認定者、事業対

象者、介護者、介護保険関係事業所に適切な

説明ができるようにする。 

・高齢介護課主催の研修会へ出席し知識を深め

る。 

② 適切なサービスにつながるた

めのアセスメントとケアプラ

ン作成 

適切かつ十分なアセスメントを行い、「自立支

援」にむけたケアマネジメントの視点で、利用

者の状況を踏まえ目標設定を行い、利用者本人

が目標の達成に取り組んでいけるようケアプラ
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ンを作成する。 

③ 関係機関との連携 利用者に対し、適切なサービス提供が行えるよ

う、関係機関との情報共有、連携体制を構築す

る。 

・ケアマネジャーとの交流会（茶っと会 2 回/

年） 

・他地域包括支援センター、小田原医師会、歯

科医師会、薬剤師会、医療機関との連携（適

宜）。 

【保健師・看護師部会事業】障害福祉サービス

から介護保険サービス利用の移行時に、障害福

祉サービスとの円滑な連携ができるよう障害福

祉サービス関係者と制度の理解と情報共有、関

係作りを行う。 

４ その他

取組み内容 活 動 計 画 

① 介護予防支援事業 ・要支援認定者に対して介護サービス希望者に

は適切なアセスメントを行い、介護予防サー

ビス支援計画書を作成する。 

・個別のモニタリング、アセスメントを行い重

度化を予防する。 

② 地域包括支援センターの周知

活動 

・包括便りを作成し、関係機関等へ配布するこ

とで活動を周知していく。 

・民生委員や自治会など地域の関係機関から要

請があった場合は、積極的に参加し周知活動

する。 

③ 食の自立支援事業 市や高齢者、介護者、介護支援専門員等の依頼

により、栄養改善の必要性をアセスメントし、

必要に応じて食の自立支援事業へ繋げる。 

④ 短期集中通所型サービス事業

開催の支援 

・参加対象者の抽出、声かけ、募集。 

・アセスメント、ケアプランの作成。 

・開催中の後方支援、終了後の支援。 

⑤ 認知症サポーター養成講座 市又は関係機関等から要請があった場合は、開

催する。（随時） 
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平成３０年度 地域包括支援センターしもふなか活動計画 

１ 基本方針 

  平成３０年度小田原市地域包括支援センター事業計画及び「第７期おだわら高齢者福祉

介護計画」に基づき、地域の高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続

していくことができるよう、「地域包括ケアシステム」を構築し、市、医療機関をはじめと

する各関係機関、地域の関係団体等と連携しながらその役割を担い、効果的効率的に業務

を遂行できるよう機能強化を図っていく。 

「自立支援型ケアマネジメント」の推進について、その趣旨を理解し、「高齢者一人ひとり

の生活の質を上げる」ことに努める。

２ 職員体制等 

職 種 等 氏  名 主な担当業務 

管理者 室田 美幸 

保健師又は看護師 照井 好世 総合相談支援 

介護予防ケアマネジメント 

認知症施策の推進

社会福祉士 田村 典子 総合相談支援 

権利擁護業務 

認知症施策の推進 

主任介護支援専門員 室田 美幸 総合相談支援 

包括的・継続的ケアマネジメント 

地域包括ケア推進体制の整備 

介護支援専門員 山田 早苗 ケアプラン作成 

３ 活動計画 

(1) 地域包括支援センターの運営体制と基盤的業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 職員の資質向上 ・各種外部研修等へ積極的に参加し自己研鑽に

努める。 

・研修参加職員による伝達講習を開催し内容を

共有する。（随時） 

・勉強会を開催する。 

・包括センター間でも連絡会等を通じて積極的

に有益な情報交換等を図る。 

② プライバシーの尊重 ・個人情報保護に関する法令等の規定を遵守す

る。 
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・個人情報の管理を徹底する。（鍵付きロッカー

へ個人ファイルを保管、個人情報持ち出し制

限と管理） 

③ チームアプローチ体制の整備

及び包括センター間の連携強

化 

・毎朝のミーティングや週に一度のミーティン

グにおいて新規相談や困難事例等に関する情

報の伝達と進捗状況を確認する。 

・支援経過記録等を適切に作成し、当該記録等

を各専門職間で情報の共有を図る。 

・各専門職の専門性を踏まえて業務を分担し、

必要に応じて各専門職が連携する。 

・研修会や連絡会等を通じて情報交換や連携強

化に努め、各包括センター間で相互支援を図

る。（ケアマネジャーと民生委員の交流会、認

知症カフェの開催等） 

④ 業務改善への取組み ・包括センターの認知度を上げ、地域の課題を

考え、業務内容の改善を図るため、圏域内の

三師会の先生方、民生委員、自治会、老人会、

一般住民、介護保険事業所等へ意見を聴取す

る機会を設ける。 

（「しもふなかコンパス」にて上記内容を検討

していく） 

・包括センター間で連絡会、各部会等を通じて、

積極的に情報交換や、意見交換等を行い、業

務改善に活かしていく。（再掲） 

⑤ 地域包括ケア推進体制の整備 ・多職種協働による地域包括支援ネットワーク

の構築に向け、様々な関係機関と連携強化を

図る。（「しもふなかコンパス」にて地域包括

ケア推進を図る） 

・地域ケア会議を開催する。 

個別ケア会議（7 回）、圏域ケア会議（1 回） 

・「自立支援型ケアマネジメント」の推進に基づ

き、アセスメントやケアプランを多職種とと

もに専門的な視点から確認をし、自立支援の

視点に立ったケアマネジメントを行い、利用

者への適切な支援につなげていく。 

・各関係機関が運営する事業に関連した運営推

進会議に参加する。 
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⑥ 認知症施策の推進 ・認知症初期集中支援事業においてチームの一

員として参加し、専門医と連携しながら認知

症の初期支援を包括的、集中的に行う。 

・認知症サポーター養成講座を開催し、地域住

民等の認知症の理解を深めていく。 

・認知症に関するイベント等へ協力する。（認知

症をにんちしよう会、認知症シンポジウム） 

・認知症カフェを開催する。（再掲） 

・地域住民や関係機関に対し認知症や健康に関

する情報の普及啓発を目的とした講話を開催

する。 

 (2) 総合相談支援業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 高齢者の実態把握及び支援 ・支援を要する高齢者に対し戸別訪問を行い、

実態把握を行う。また、適切な機関等に引継

ぎを行った後も、当該機関から情報を得るな

どして必要なフォローアップをする。 

・民児協、自治会、各介護保険事業所等とネッ

トワーク構築を図り、連携を深めることから

得た情報をもとに虚弱高齢者の早期発見、ひ

とり暮らしや高齢者世帯の把握に努める。ま

た、孤独死の恐れのある世帯については、そ

の実態把握に努め、地域と連携を図るなど、

見守り等の支援体制を構築し、課題解決に努

める。 

② 支援を要する高齢者の早期発

見に関する取組み 

・民生委員、医療機関、自治会、地区社協、介

護保険事業所等とのネットワークを構築・強

化し、高齢者の実態把握を行う。 

・地域サロン（ふらっとマロニエ）や地域の行

事に参加し、出張相談を行い、支援を要する

高齢者の早期発見につなげる。 

 (3) 権利擁護業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 権利擁護に関する意識啓発 ・地域の行事やサロン、高齢者のみならず、そ

の家族や高齢者に関わる様々な機関に対し、

権利擁護に関する講座を開催する。 
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② 関係機関との連携体制の構築 ・地域の関係機関とのネットワークを構築・強

化し、情報交換を通じ、支援を要する高齢者

の早期発見や権利擁護の円滑化を図る。 

【社会福祉士部会事業】 

権利擁護業務における法律専門家との連携 

・事例検討会（年 2 回）を通じ、関係機関との

更なる連携を強化する。 

③ 権利擁護に係る支援 ・成年後見制度の活用、消費者被害、高齢者虐

待ほか重層的課題による権利侵害やその疑い

がある高齢者世帯について、支援の必要性や

緊急性の程度など、専門性を活かした判断を

行い関係機関との連携のもと迅速かつ的確な

支援を行う。 

 (4) 包括的・継続的ケアマネジメント業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 生活環境変化等への対応 ・高齢者が居宅、施設、病院等を移る際に、必

要な情報提供や調整を行う。 

・関係者が連携できるようにサービス担当者会

議の開催を支援する。 

② 介護支援専門員の支援 ・ケアマネジメントの質の向上を図るため、ケ

アマネジメントに資する情報を収集・発信を

する。 

・ケアマネジャーからの相談や困難事例に対し、

助言や同行訪問等を行う。 

・個別ケア会議等での支援を行う。 

・ケアマネジャー交流会（むらカフェ）を開催

する。（年 4回） 

【主任介護支援専門員部会事業】 

ケアマネジメント支援事業 

・介護予防プラン作成マニュアル改訂版を作成

する。 

・ケアネット OHMY との連携 

③ 関係機関相互の連携体制の構

築 

・ケアマネジャー交流会（むらカフェ）を開催

する。（年 4回）（再掲） 

・「しもふなかコンパス」にて関係機関の連携を

強化していく。 

・ケアマネジャーと民生委員の交流会を他の包
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括センターと協働で開催する。 

④ 地域資源の把握・開発 ・地域における資源開発の情報を収集し包括内

でも有効に使える情報として整備していく。 

・「しもふなかコンパス」にて地域資源の開発を

行い、情報を発信していく。 

 (5) 介護予防ケアマネジメント業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 介護予防・日常生活支援総合事

業に関する適切な説明 

・総合事業推進のために小田原市の配布資料を

基に適切な説明を行う。 

・基準緩和型サービス、住民主体型サービスの

普及に努める。 

② 適切なサービスにつながるた

めのアセスメントとケアプラ

ン作成 

・ケアプラン作成において、自立支援の視点で

適切なアセスメントを行い、課題を整理し、

実現可能な目標を設定する。 

③ 関係機関との連携 ・適切なサービス提供が行えるように、関係機

関と連携を図り情報を共有していく。 

・自立に向けたケアマネジメントを行う。 

【保健師・看護師部会事業】 

障害福祉サービスとの円滑な連携を考えよう 

・障害制度についての勉強会（年 1回） 

・事例検討会（年 1回） 

４ その他

取組み内容 活 動 計 画 

① 介護予防把握事業への参加 ・介護予防把握事業の結果等を参考に、これか

らの介護予防について考え、日常の業務に活

かしていく。 

② 地域の関係機関等の活動の支

援 

・「しもふなかコンパス」の活動を充実させる。

・地域包括ケアシステムの下府中版を作成する。

（サロン等の紹介、包括センターの周知、地

域の認知症ケアパス等の作成） 

③ 「むらカフェ」の開催 ・ケアマネジャー等の交流会を定期開催し、日

常の業務に活かす事ができる勉強会を開催す

る。 

④ 短期集中通所型サービス開催

の支援 

・参加者の募集を行い、適切なアセスメントに

てケアプランを作成し、後方支援を行う。 

・介護予防の効果を見ていく。 
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⑤ 食の自立支援事業 ・低栄養の方に対し、アセスメントを行い申請

を行う。 

⑥ 実習生等の受け入れ ・看護学生や研修中のケアマネジャーに対し包

括センターの役割や地域の情報を提供する。 
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平成３０年度 地域包括支援センターとよかわ・かみふなか活動計画 

１ 基本方針 

  平成３０年度小田原市地域包括支援センター事業計画及び第７期おだわら高齢者 

 福祉介護計画に基づき、地域の高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継

続できるよう、各関係機関や地域の関係団体等と連携しながら、地域包括ケアシステムの

構築と推進に努める。また、小田原市における「自立支援型マネジメント」の推進につい

て、その趣旨を理解し、高齢者一人ひとりの生活の質を上げることに努める。

２ 職員体制等 

職 種 等 氏  名 主な担当業務 

管理者 石綿 理枝 

保健師又は看護師 石綿 理枝 総合相談支援 

介護予防ケアマネジメント業務 

認知症初期集中支援事業 

社会福祉士 瀬戸 裕子 総合相談支援 

権利擁護業務 

介護予防ケアマネジメント業務 

認知症初期集中支援事業 

主任介護支援専門員 椎野 京子 総合相談支援 

包括的・継続的ケアマネジメント

事業 

介護予防ケアマネジメント業務 

介護支援専門員 鈴野 聡  介護予防ケアマネジメント業務 

３ 活動計画 

(1) 地域包括支援センターの運営体制と基盤的業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 職員の資質向上 ・外部研修への参加及び他職員への研修内容の

伝達（随時） 

・法人内研修への参加（随時） 

・グループ法人内研修参加（随時） 

② プライバシーの尊重 個人情報に関する法令の遵守。 

 （法令は机上に常備し閲覧可） 

③ チームアプローチ体制の整備

及び包括センター間の連携強

化 

・支援記録を適切に作成し、各専門職間で共有

を図る。 

・担当制の実施及び必要に応じた各専門職との
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連携。 

・新規相談や困難事例等に関する情報の伝達・

共有の徹底。（随時） 

・連絡会等を通じて、他包括との情報交換や連

携強化に努める。 

④ 業務改善への取組み ・圏域内民生委員へ要望を聴取する機会を設け

る。（年 2回） 

・地域住民向けの講座で要望を聴取する機会を

設ける。（年 2回） 

・連絡会等を通じて、他包括と情報交換を行な

い、業務改善に繋げる。 

⑤ 地域包括ケア推進体制の整備 ・地域ケア会議（個別・圏域）の開催。 

個別ケア会議 年 3回 

 圏域ケア会議 年 2回 

・市と随時検討のもと、地域に向けて周知活動

を行なう。 

・関係機関への訪問や説明を実施する。 

・医療機関との連携の強化を図る。 

・自立支援型ケアマネジメントの推進に向け、

市や他包括と協働で取り組む。 

⑥ 認知症施策の推進 ・認知症初期集中支援事業において、チームの

一員として関係機関と連携し、認知症の早期

発見と支援を行なう。 

・認知症疾患医療センター（曽我病院）と情報

交換を行ない、連携強化に努める。 

・地域住民や関係機関を対象に認知症に関する

講話（認知症サポーター養成講座を含む）や

認知症予防についてのアドバイスを実施する

など啓発活動に努める。（随時） 

 (2) 総合相談支援業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 高齢者の実態把握及び支援 ・相談や情報提供により把握した高齢者への戸

別訪問。 

・必要に応じ関係機関への状況確認等継続的な

支援。 

・要支援認定者への実態把握訪問時に、支援を

要する高齢者の早期発見に努め、必要に応じ
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て関係機関に繋げる。 

・地域や関係機関と連携を図り、孤独死・孤立

死の恐れのある世帯の把握に努める。 

・各地区のサロンに参加し、地域住民の実態把

握に努める。 

・地域団体からの依頼に対し、見守り活動 に

参加し、把握に努める。 

② 支援を要する高齢者の早期発

見に関する取組み 

・関係機関（民生委員・自治会・地区社協等）

との連携による状況把握。 

・民児協会合による意見交換（年 2回） 

・毎月行われている上府中地区の各サロンや年

数回行われる豊川地区のサロン活動に参加

し、出張相談等を通じ早期発見に努める。 

・市営桑原住宅へのアプローチ強化を図り、自

治会長・民生委員に対しヒアリングを行なう。

・地域の行事に参加し顔の見える関係を築く事

で、早期発見に繋げる。 

・関係機関への訪問や説明を実施。（再掲） 

 (3) 権利擁護業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 権利擁護に関する意識啓発 ・消費者被害についての講座開催（年 2回） 

・地域の行事やサロン等に参加し、消費者被害

や虐待などの参考資料を配付、注意喚起を行

なう。 

② 関係機関との連携体制の構築 ・【社会福祉士部会事業】 

「権利擁護業務における専門職との連携」 

神奈川県弁護士会・リーガルサポートかなが

わ・かなさぽ・ぱあとなあ神奈川・小田原市社

会福祉協議会との合同事例検討会 年２回 

③ 権利擁護に係る支援 ・部署内での検討により緊急性・必要性を判断

し、市と迅速に対応。状況により関係機関に

繋げる。 

・虐待対応について、既定の帳票を活用しなが

ら、緊急性の判断や役割分担を明確にし、適

切な支援を行なう。 
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 (4) 包括的・継続的ケアマネジメント業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 生活環境変化等への対応 ・高齢者の入院・退院時、入所等の状況変化の

際、必要な情報の提供・共有を図り、関係機

関との調整を行なう。 

② 介護支援専門員の支援 ・【主任介護支援専門員部会事業】 

「ケアマネジメント支援事業」 

自立支援に基づいた介護予防プランの作成が

できるよう、介護予防ケアプラン作成マニュ

アルの見直しを行なう。 

・新規介護保険事業所へ訪問し、連携しやすい

関係作りに努める。 

・困難ケースへの支援、助言、必要時に応じサ

ービス担当者会議の参加、個別ケア会議の開

催支援等を行なう。 

③ 関係機関相互の連携体制の構

築 

・民生委員等とケアマネジャーの交流を目的に、

研修会（地域包括支援センター「さかわ こ

やわた・ふじみ」「しもふなか」「そが・しも

そが・こうづ」と共催）を開催する（年 1回）

・一市三町地域包括支援センター連絡会に参加

し近隣市町村との情報交換や連携を行なう。 

・西湘地区主任介護支援専門員連絡会を開催し、

西湘地区の地域包括支援センター主任介護支

援専門員との情報交換や連携を行なう。 

・地域ケア会議の開催や多職種共同研修の参加

を通じ、関係機関との連携強化を図る。 

④ 地域資源の把握・開発 ・地域の会合等（上府中地区まちづくり委員会・

豊川地区コミュニティ運営協議会など）に参

加し、関係機関や地域住民から地域資源の情

報を収集し整理する。 

・地域での資源開発に向けた取り組みに、積極

的に関わる。 

 (5) 介護予防ケアマネジメント業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 介護予防・日常生活支援総合事

業に関する適切な説明 

・市や他包括と密に情報交換を行ない、正確な

情報を入手することで、地域・対象者・事業

所等への適切な説明に繋げる。 
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② 適切なサービスにつながるた

めのアセスメントとケアプラ

ン作成 

・適切なアセスメントの実施により、利用者の

状況を踏まえた目標を設定し、利用者本人が

それを理解した上で、その達成のために必要

なサービスを主体的に利用して、目標の達成

に取り組んでいけるよう、具体的に介護予

防・生活支援サービス事業等の利用について

検討し、ケアプランを作成する。 

・市や他包括と密に情報交換を行ない、正確な

情報を入手する。 

・市主催の介護予防教室への参加の促進。 

③ 関係機関との連携 ・【保健師・看護師部会事業】 

「障害福祉サービスとの円滑な連携について考

えよう」 

障害制度についての勉強会、事例検討会（各

１回）を通じて関係機関との連携の強化を図

る。 

・基準緩和型や住民主体型サービス事業所の把

握と連携に努める。 

・各関係機関と情報を共有し、連携を図る。 

４ その他

取組み内容 活 動 計 画 

① 食の自立支援事業 ・新規申請支援、アセスメント 

② 介護予防支援 ・介護予防サービスの利用支援、ケアプラン作

成 

・市で開催する通所型サービス事業（短期集中

型サービス）の実施に向け、参加者の選定や

ケアプランの作成を行なう。 

③ 介護予防に関する意識啓発 ・地域の会合やサロン等に参加し、健康講話の

実施や参考資料を配付する。 

④ 地域の関係機関との連携強化 ・地域の会合やサロン活動等に参加し、関係構

築の強化を図ると共に、地域住民へ地域包括

支援センターの周知に努める。 

・上府中まちづくり委員会、豊川地域コミュニ

ティ運営協議会に出席し、地域活動の担い手

との関係強化を図る。 



53 

平成３０年度 地域包括支援センターそが・しもそが・こうづ活動計画 

１ 基本方針 

   平成３０年度小田原市地域包括支援センター事業計画及び「第７期おだわら高齢 

  者福祉介護計画」に基づき、地域の高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生

活が継続できるよう、各関係機関や地域の関係団体等と連携しながら、地域包括ケアシ

ステムの構築と推進に努める。また、小田原市における「自立支援型ケアマネジメント」

の推進について、その趣旨を理解し、「高齢者一人ひとりの生活の質を上げる」ことに努

める。

２ 職員体制等 

職 種 等 氏  名 主な担当業務 

管理者 皆本 剛志  

保健師又は看護師 小林 貴喜 総合相談支援 

認知症初期集中支援事業 

介護予防ケアマネジメント 

社会福祉士 皆本 剛志 総合相談支援 

権利擁護業務 

認知症初期集中支援事業 

主任介護支援専門員 遠藤 利恵 総合相談支援 

包括的・継続的ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ業務 

その他 生方 尚子 支援計画書作成業務 

３ 活動計画 

(1) 地域包括支援センターの運営体制と基盤的業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 職員の資質向上 ・外部研修への参加及び他職員への研修内容の

伝達。（随時） 

・法人内研修・グループ法人内研修への参加。 

② プライバシーの尊重 ・個人情報に関する法令の遵守。 

 （法令は机上に常備し閲覧可） 

・個人情報の管理を徹底。 

 （施錠ができる書棚での管理） 

③ チームアプローチ体制の整備

及び包括センター間の連携強

化 

・支援記録を適切に作成し、各専門職種間で共

有を図る。 

・担当制の実施及び必要に応じた各専門職との

連携。 
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・新規相談や困難事例等に関する情報の伝達・

共有の徹底。（随時） 

・連絡会等を通じて、他包括との情報交換や連

携強化に努める。 

④ 業務改善への取組み ・圏域内の民生委員から要望を聴取する機会を

設ける。 

・サロンなどの場で地域住民の要望を聴取する

機会を設ける。 

・連絡会を通じて、他包括と情報交換を行ない、

業務改善に繋げる。 

⑤ 地域包括ケア推進体制の整備 ・地域ケア会議（個別・圏域）の開催。 

 個別ケア会議 年 5 回以上 

 圏域ケア会議 年 1 回以上 

・市と随時検討のもと、地域や関係機関に向け

て周知活動を行なう。 

・機関紙を発行・配布し、地域包括支援センタ

ーの活動や地域との関わりについて周知す

る。（年４回発行） 

・地域包括ケアシステムの構築や推進のための

取り組みに積極的に関わる。 

⑥ 認知症施策の推進 ・認知症初期集中支援事業において、チームの

一員として関係機関と連携し、認知症の早期

発見と支援を行なう。 

・認知症疾患医療センター（曽我病院）と情報

交換を行ない、連携強化に努める。 

・認知症をにんちしよう会への参加を通して啓

発活動を実施。 

・地域住民や関係機関等からの依頼に対し、認

知症の普及啓発を目的とした講話を実施。（随

時） 

・認知症カフェへの参加・協力。 

 (2) 総合相談支援業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 高齢者の実態把握及び支援 ・相談や情報提供により把握した高齢者への個

別訪問。 

・必要に応じ関係機関への状況確認等継続的な

支援。 
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・要支援認定者への実態把握訪問時に、支援を

要する高齢者の早期発見に努め、必要に応じ

て関係機関に繋げる。 

・地域や関係機関との連携を図り、孤独死・孤

立死の恐れのある世帯の把握に努める。 

② 支援を要する高齢者の早期発

見に関する取組み 

・関係機関（民生委員・自治会・地区社協等）

との連携による状況把握。 

・地域のサロン（ふらっと下曽我・サロンこう

づ・国府津ふれんどりぃ・花里健康教室・籠

場健康教室等）に参加し、出張相談等を通じ

早期発見に努める。また、地域で新しく立ち

上がるサロン活動を把握し、参加する。 

・地域の行事に参加し顔の見える関係を気づく

事で、支援を要する高齢者の早期発見に繋げ

る。 

・機関紙を発行・配布し、地域包括支援センタ

ーの活動や地域との関わりについて周知す

る。（年４回発行）（再掲） 

 (3) 権利擁護業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 権利擁護に関する意識啓発 ・地域の行事やサロン等に参加し、消費者被害

や虐待などの参考資料を配布、注意喚起を行

なう。 

② 関係機関との連携体制の構築 権利擁護業務における専門職とのさらなる連携

強化 

神奈川県弁護士会・リーガルサポートかなが

わ・かなさぽ・ぱあとなあ神奈川・小田原市社

会福祉協議会との合同事例検討会 年２回【社

会福祉士部会事業】 

③ 権利擁護に係る支援 ・部署内での検討により緊急性・必要性を判断

し、市と迅速に対応。状況により関係機関に

繋げる。 

・虐待対応について各専門職種との連携、帳票

の活用。 
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 (4) 包括的・継続的ケアマネジメント業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 生活環境変化等への対応 ・高齢者の入退院、入退所の際、必要な情報の

提供・共有を図る。 

② 介護支援専門員の支援 ・介護予防プラン作成マニュアルの見直しを行

ない、現状に即した改訂版マニュアルを作成

する。 

 新たなマニュアルを通じ、自立支援に資する

ケアプラン作成いついて効果的な伝達を行な

う。【主任介護支援専門員部会事業】 

③ 関係機関相互の連携体制の構

築 

・障害福祉サービスから介護保険サービス移行

の連携について「障害福祉サービスとの円滑

な連携について考えよう」 

 障害制度についての勉強会（年１回） 

 事例検討会（年１回）【保健師・看護師部会事

業】 

・民生委員等を対象に研修会（川東地域の他包

括との共催）開催や啓発活動。（年１回） 

・１市３町地域包括支援センター連絡会、西湘

地区主任介護支援専門員連絡会の開催、出席

により、近隣市町村包括の取り組みについて

情報・意見交換を行なう。（各年１回） 

・民生委員等を対象に研修会（川東地域の他包

括と共催）開催や啓発活動。（年１回） 

④ 地域資源の把握・開発 ・地域の会合等に参加し、関係機関や地域住民

から地域資源の情報を収集したり、個別訪問

を行ない情報収集し、整理する。 

・ケア会議の開催や認知症カフェへの参加・サ

ロン活動の体系化等地域での資源開発に向け

た取り組みに積極的に関わる。 

 (5) 介護予防ケアマネジメント業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 介護予防・日常生活支援総合事

業に関する適切な説明 

・市や他包括と密に情報交換を行ない、正確な

情報を入手する事で、地域・対象者・事業者

等への適切な説明に繋げる。 

・市と随時検討のもと、基準緩和型や住民主体

型サービスの利用促進支援を行なう。 
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② 適切なサービスにつながるた

めのアセスメントとケアプラ

ン作成 

・アセスメントの結果と対象者の意向を踏まえ、

自立支援に向けたケアプランを作成する。 

・市や他包括と密に情報交換を行ない、正確な

情報を入手する。 

・ケアプラン作成に関する包括内での点検。 

市による点検 年１回 

内部での点検 年１回 

・小田原市介護予防アンケート調査の結果を踏

まえた短期集中型サービスの対象者選出と開

催時の支援を行なう。 

③ 関係機関との連携 ・各関係機関と情報を共有し、連携を図る。 

・１市３町地域包括支援センター連絡会、西湘

地区主任介護支援専門員連絡会の開催、出席

により、近隣市町村包括の取り組みについて

情報・意見交換を行なう。（各年１回）（再掲）

４ その他

取組み内容 活 動 計 画 

① 食の自立支援事業 ・新規申請支援、アセスメント。 

② 介護予防支援 ・介護予防サービスの利用支援、ケアプラン作

成。 

③ 介護予防に関する意識啓発 ・地域の会合やサロン等に参加し、健康講話の

実施や参考資料を配布する。 

④ 通所型サービス事業（短期集中

型サービス）の開催支援 

・小田原市介護予防アンケート調査の結果を踏

まえた短期集中型サービスの対象者選出と開

催時の支援を行なう。（再掲） 
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平成３０年度 地域包括支援センターたちばな活動計画 

１ 基本方針 

  平成 30 年度、小田原市高齢者福祉計画、第 7期の計画に基づき包括支援センターの機能

強化が挙げられています。包括職員の資質向上に努め在宅医療・介護連携、介護予防、認

知症施策、地域ケア会議等、包括支援センターとしての業務充実を図るとともに、地域の

方々と力を合わせて、地域福祉発展の貢献に努めます。地域の高齢者お一人おひとりの生

活の質の向上と自立を支援します。 

２ 職員体制等

職 種 等 氏  名 主な担当業務 

管理者 柳沢 博美 

保健師又は看護師 椎野 富二美 総合相談、介護予防業務 

介護予防ケアマネジメント 

認知症予防事業 

社会福祉士 三村 めぐみ 総合相談、権利擁護 

虐待対応 

介護予防ケアマネジメント 

主任介護支援専門員 柳沢 博美 総合相談 

介護予防ケアマネジメント 

包括的継続ケアマネジメント 

その他 なし  

３ 活動計画 

(1) 地域包括支援センターの運営体制と基盤的業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 職員の資質向上 ・各職員は専門分野の知識習得に努めるととも

に、専門分野にとどまらず、広い視点に立っ

て支援が行えるように多方面の研修に参加

し、自己研鑽し、包括内での知識共有に努め

る。 

１）行政主催の研修…多職種共同研修 

認知症初期集中チーム員研修 

高齢者虐待予防等研修 

成年後見制度研修 

生活支援コーディネーター研修 

２）医療連携研修…傷見る会他 
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３）外部研修…障碍者、生活困窮支援、 

  リスク管理ケアマネジメント等 

  認知症関連、フレイル予防 

  地域活動推進等、地域診断等。 

② プライバシーの尊重 ・個人情報保護法に関する法令の遵守 

・個人情報管理の徹底…個人情報、個人ファイ

ルは鍵付きロッカーへ保管する。 

 個人情報共有時の管理徹底、漏れ防止、外部

への持ち出し時の紛失に十分な注意を払う。 

③ チームアプローチ体制の整備

及び包括センター間の連携強

化 

・包括支援センター内では、各専門職の専門性

を踏まえて業務を分担し、専門職間の連携を

図り、高齢者の生活改善に同一の目標を共有

し支援する。 

・毎朝のミーティングにおいて、現状把握と情

報共有、迅速、適切な対応を協議する。 

・月末金曜日の包括職員会議にて、地域活動推

進状況の確認と目標の共有を行う。 

・小田原市包括支援センター間の連携は 

 市主催の従事者連絡会において、情報交換連

携確認を行い、各包括に持ち帰り、速やかに

包括職員全員に通達する。 

 同じく、市主催の 3 職種部会での部会計画進

捗を共有し、必要に応じて協働する。 

・小田原市、及び圏域内事業所との関係強化を

図る。 

 圏域内の居宅介護支援事業所及び介護予防業

務再委託の居宅介護支援事業所と年に 2 回の

交流会（なないろの会）を開催し意見交換を

行う。 

④ 業務改善への取組み ・利用者、地域関係機関の方々からの包括への

要望等意見を真摯に受け止め、課題解決に、3

職種で力を合わせて務める。 

・橘北、前羽地区町づくり委員会のメンバーと

して、地域に必要な資源開発に協働する。地

域ケア会議、圏域ケア会議を通して地域の意

見収集に努める。 

・自治会、老人会、各サロンの方々と顔の見え

る関係づくりに努め、包括周知と介護予防の
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ための働きかけを行う。 

・高齢者相談支援の窓口がより身近なものとな

るように、機能強化を検討する…地域住民が

相談に来やすい公民館等で定期的な包括相談

支援窓口を開催。 

⑤ 地域包括ケア推進体制の整備 ・地域の医療機関（病院、クリニック、個人医

院、歯科、薬局等）や福祉関連事業所、地域

活動団体、自治会、民生委員、ボランティア

等多職種間の日々の連携を良好に保つ。 

・圏域内の金融機関、商店、農協、郵便局、ス

ーパー、コンビニエンスストア、駐在所等へ

の包括支援センターの役割の周知を強化し、

地域住民を共に支える体制づくりに努める。 

個別ケア会議…年 4回 

圏域ケア会議…年 2回（橘北、前羽各１回） 

予定。 

⑥ 認知症施策の推進 ・圏域の児童から高齢者まで、認知症の正しい

知識と理解を持ち、認知症の方を暖かく支え

る地域づくりを目標とする。 

①認知症サポーター養成講座を行政と共に普及

させる。 

②認知症講和会を地域サロンや、小中学校で行

う…年 3回。 

・行政、他包括支援センター、福祉関連事業所

と協力して認知症イベントを行う。 

【認知症をにんちしよう会】 

【認知症シンポジウム】 

・医師会が主催する認知症に関する勉強会や研

修に参加し、新情報、知識を学び、地域に周

知する。 

 (2) 総合相談支援業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 高齢者の実態把握及び支援 ・民生委員、自治会、老人会、駐在所、金融機

関、商店等とのネットワークを生かし、圏域

内の支援が必要な高齢者の把握に努め、適切

なサービスの導入と関係機関への連携を行

う。 



61 

・高齢者世帯、高齢者障がい者世帯、認知症介

護世帯、独居高齢世帯等の実態の把握に努め、

戸別訪問を定期的に行い継続的見守りと必要

に応じて関係機関とチームを組み支援を行

う。 

② 支援を要する高齢者の早期発

見に関する取組み 

・包括支援センターたちばなの周知活動を昨年

に引き続き行い、圏域住民への相談窓口機能

を強化し早期発見の情報収集に努める。 

・民生委員、医療機関、地域活動団体等関係機

関との日頃からの連携を構築し、情報交換を

行い、支援が必要な高齢者の早期発見に努め

る。 

・情報を得たときは、包括職員は各専門分野で

迅速に対応する。 

 (3) 権利擁護業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 権利擁護に関する意識啓発 ・地域のサロン等で地域住民むけの意識啓発活

動（成年後見制度、虐待予防、消費者被害に

関する講話）を行う。年３回を目標とする。 

・各機関から配布依頼された資料・パンフレッ

トを配布し予防活動に励む。 

② 関係機関との連携体制の構築 ・権利擁護が必要と思われる虐待等を発見した

時は速やかに市に報告し連携を図る。関係機

関とチームを組んで解決にあたる。 

【社会福祉士部会事業】 

・事例検討会を年 2回開催する。（8月：行政書

士と司法書士、11 月：弁護士と社会福祉士）

・小田原市社会福祉協議会の社会福祉士部会と

連携を深めるため、事例検討会への参加を呼

び掛ける。 

・事例検討会を通じて、専門職に個別ケア会議

または圏域ケア会議への出席を依頼する。（目

標 1－２回/年） 

③ 権利擁護に係る支援 ・権利擁護の関する情報を得た時は包括内 3 職

種で情報共有後、速やかなアウトリーチでア

セスメントを行い関係機関（行政、社協、医

療機関、介護関係事業所等）とチームアプロ
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ーチで問題解決へ導く。 

・虐待帳票と虐待報告書の提出を行う。 

・解決後も継続的に見守りを行い支援する。 

 (4) 包括的・継続的ケアマネジメント業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 生活環境変化等への対応 ・高齢者が居宅、施設、病院等に移る際は、不

安なく環境変化に適応できるように、情報提

供を含めた関係機関との連携を図る。 

② 介護支援専門員の支援 ・虐待等、高齢者の権利侵害のあるケースは、

行政、包括支援センターがバックアップ体制

を整え介護支援専門員を支援し解決に導く。 

・困難ケースにおいては、介護支援専門員と訪

問を含め協働で支援に当たり、介護支援専門

員が疲弊することのないように問題解決に努

める。 

・包括支援センターたちばなの窓口は、介護支

援専門員が相談のしやすい環境を整える。 

【なないろの会】包括支援センターたちばな主

催の介護支援専門員との交流会を年に 2 回開

催する。うち 1 回は圏域内の民生委員と居宅

介護支援専門員との交流会とする。 

・主任介護支援専門員部会事業 

 介護支援専門員の資質向上のための研修会を

OHMY と協働で行う。 

OMHY 会員、非会員すべてを対象に年 4回予定。

介護予防ケアマネジメント、プラン作成のた

めのマニュアルを整備し、介護支援専門員に

提供し、プラン作成を支援する。 

③ 関係機関相互の連携体制の構

築 

・民生委員、医療機関、介護サービス事業所、

自治会連合会、老人クラブ、町づくり委員会

（橘北、前羽）、地域団体、地元警察、金融機

関、商店等と包括支援センターとの連携構築

に努め、研修会、情報交換を行う。 

④ 地域資源の把握・開発 ・地域診断を行政と共に行い、地域の特徴を踏

まえて、現在ある社会資源の活用と不足して

いる社会資源の開発に、地域団体や住民の皆

様と共に協議、協力していく。 
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・地域ケア会議、圏域ケア会議で地域関係者の

方々と協議を重ね、圏域の高齢者が住みやす

い地域となるように、町づくりに協力をして

いく。 

 (5) 介護予防ケアマネジメント業務 

取組み内容 活 動 計 画 

① 介護予防・日常生活支援総合事

業に関する適切な説明 

・要支援認定者及び総合事業対象者に対し、医

療機関、関連機関と連携し、心身状態に応じ

て、自己選択を尊重し、自立支援に基づいた

ケアマネジメントの説明と、同意を得る。 

・総合事業対象となる方には、小田原市の総合

事業説明資料を用いて説明と同意を得る。 

② 適切なサービスにつながるた

めのアセスメントとケアプラ

ン作成 

・適切なアセスメントの実施、医療情報を正し

く把握し、健康状態に即した日常生活機能の

維持向上と自立に向けたプランを作成する。 

・アセスメントから、利用者が達成可能な目標

を設定し、適切なサービスにつなげる。 

・利用者とその家族の持てる力をアセスメント

することで、過剰サービスを避ける。 

③ 関係機関との連携 ・医療機関、介護関連事業所等のフォーマルサ

ービスにとどまらず、インフォーマルサービ

スの十分な把握を行い、活用することで利用

者の地域での生活を支援する。 

４ その他

取組み内容 活 動 計 画 

① 介護予防支援 ・介護予防サービス支援計画の作成において、

利用者の持てる力を引き出し、自立を支援し、

重度化を予防し、日常生活機能向上を支援す

る。 

・圏域内の老人会やサロン等で、介護予防のた

めの講習会や情報提供を行う。 

② 食の自立支援 ・栄養改善が必要な方のアセスメントを行いモ

ニタリングで改善状況把握を行う。 

③ 包括支援センターたちばなの

周知活動 

・職員の交代に際して、住民により解りやすい

新リーフレットを作成し、昨年度と同様に、

橘北、前羽自治会連合会長の協力を得て全戸
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配布を行う。 

・地域住民の目の留まりやすい新ポスターを作

成し、商工会議所の許可を得て、商店横の（み

んなの掲示板）、公民館、農協、郵便局、コン

ビニエンスストア等に掲示をする。 

・月に 1 回程度の、相談支援窓口を橘北地区、

前羽地区それぞれ各一か所の公民館に開設す

る…年度の下半期に開設予定。 

④ 緊急災害時の備える ・包括支援センターが担当している介護予防サ

ービス利用者及び実態把握対象者で、独居、

高齢者世帯の方の緊急時連絡、情報等リスト

を作成し、定期的に更新を行う。 



地域包括支援センターリーフレットの配布について 

１ 趣旨 
地域包括ケアシステムの中核を担う地域包括支援センターの一層の市民周知を
図るため、リーフレットを作成し、配布する。 

２ 市民の認知度 
高齢者福祉介護計画の策定に合わせた調査によると、地域包括支援センターの
「名前を知っている」①②③の合計が、平成 25 年度は 56.3％、平成 28 年度は
67.8％となっており、市民の認知度は着実に上昇している。しかし、4人に 1人の
方は「名前も知らない」状況となっており、一層の市民周知が必要である。 

問 地域包括支援センターを知っていますか

平成28年度 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査より
平成 25年度 高齢者実態調査及び介護保険利用者等調査より

３ 配布先・配布数 
自治会の協力をいただき、広報紙と同様の方法で全戸配布を行う。 
約７万部 

４ スケジュール 
平成３０年６月 地域包括支援センター運営協議会にて協議 
     ７月 印刷会社へ発注・校正 
     ９月 自治会を通じて各家庭へ配布 
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資料４ 

①名前を知っているし、業務内容も大体知っている 
②名前を知っているし、業務内容も少しは知っている 
③名前は知っているが、業務内容は知らない 
④名前も知らない 
⑤無回答

調査対象 一般高齢者













































































「自立支援ケア会議」試行実施 概要 

１ 会議の趣旨 
介護保険の理念に基づき、高齢者の自立支援及び生活の質（ＱＯＬ）の向上に資する
ケアマネジメントと、それに基づく介護サービスの提供をするため、専門多職種の視点によりケア
プランを検討する「自立支援ケア会議」を開催する。 

２ 主な参加者 
・アドバイザー（医師、歯科医師、薬剤師、理学療法士または作業療法士、管理栄養士、
歯科衛生士、訪問看護師） 
・保険者（小田原市） 
・地域包括支援センター 
・対象事例のプラン作成担当者 
・対象事例のサービス提供事業所 

３ 対象事例 
・要支援１ ２の方、総合事業対象者の方、住宅改修・福祉用具貸与購入のケース 

４ 実施日時・場所 
・平成３０年７月１２日（木）午後２時から午後４時３０分 
・生涯学習センターけやき 大会議室 

５ 会議当日の流れ（２時間３０分）
時間 項    目 
５分 開会 
２０分 会議概要の説明 
５０分 事例検討① 

  5 分  ケアプラン作成者から課題分析、目標設定、支援方針など概要説明 
  5 分  サービス提供事業者から支援方針、具体的目標など概要説明 
 15 分  概要説明の不明点確認 
  2 分  司会者から状態像、優先課題の確認 
 20 分  アドバイザーからの意見、提案、必要な助言 
  3 分  司会者から事例に対する助言、決定事項のまとめ、今後の方針の共有

５０分 事例検討② 
２０分 会議運営の振り返り 
５分 閉会（次回予定など） 

※初回は、上記のタイムスケジュールで実施しますが、今後は、事例検討の時間を１事例２５分に
短縮し、１日の検討事例数を増やす等、効率的・効果的な会議運営を目指します。 

資料７ 


